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令 和 ４ 年 1 1 月 3 0 日 （ 水 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（36名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 濵 砂 守 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 右 松 隆 央 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 日 髙 陽 一 同

（ ）34番 横 田 照 夫 同

（ ）35番 野 﨑 幸 士 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 二 見 康 之 同

欠 席 議 員（１名）

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 矢 野 慶 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

財 政 課 長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 山 本 将 之

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人事委員会事務局長 日 高 幹 夫

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政 策 調 査 課 長 伊 豆 雅 広

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡

- 199 -



一般質問◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は、一般質問、人事案件の採決及

び議案の委員会付託であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、岩

切達哉議員。

〔登壇〕（拍手） 県民連合宮○岩切達哉議員

崎、立憲民主党の岩切であります。

県議会に関心を持って傍聴にお越しいただい

た皆さんや、ネット配信を視聴いただいている

皆様、さらには今日は新規採用職員の研修で傍

聴にお越しだと伺いました。参考になるやり取

りができるように努めたいと思います。

さて、本日は11月30日ということでございま

す。11月末でございますが、11月は「児童虐待

防止推進月間」で、シンボルはオレンジリボン

ということで、私は年中つけておりますけれど

も、児童虐待防止に関わる様々な啓発事業が行

われました。

また先週11月25日は、田口議員から御紹介い

ただいた、「女性に対する暴力撤廃の国際

デー」ということで、11月12日から25日までの

２週間が「女性に対する暴力をなくす運動」と

いう期間になっていました。シンボルはパープ

ルリボンとなります。

県庁がオレンジ色にライトアップされたり、

紫色にライトアップされました。虐待もＤＶ

も、いずれも家庭内での暴力です。家庭内のこ

とですが、私たちは、社会として対応していこ

う、しっかり取り組みましょうということに現

代はなりました。

虐待やＤＶを減らすには、またなくしていく

ためには、その発生するメカニズム、発生する

社会背景に目を向けて変化させていくこと、こ

の取組を強化しなければならないと私は考えま

す。

今後も虐待防止、ＤＶ防止の取組に関心を

払っていきたいと思います。

そして、オレンジやパープル以外にも、ピン

クやレッド、グリーン、イエローと様々なシン

ボルカラーを定めて取り組まれる福祉課題であ

りますが、これについての質問は後に回しまし

て、まずは知事の政治姿勢について質問いたし

ます。

最初に、今お話ししたような福祉社会の充実

が私の政治課題なのですけれども、知事のホー

ムページ、個人のホームページに政策提案とい

うページがあり、その文章には、福祉・医療の

充実に努めと、１行あります。加えて、先日、

選挙に向けた政策集を頂きました。

私は、福祉の充実に強い関心を持つのです

が、先ほど紹介した政策提案の中にあります福

祉に対する知事の思い、１行の中に込められた

思いについて、この間の在任中や、これからの

ことなど、知事から詳しくお聞かせいただきた

いと思います。

次に、日米共同訓練に関しまして質問しま

す。

10月24日に県庁で、日米共同訓練についての

連絡協議会が開かれ、11月８日から18日にかけ

ての日米共同訓練に関する説明が、九州防衛局

からなされています。

その際のインタビュー記事として、知事は

「全て基地内宿泊が、望ましいゴールとは限ら

ない。今後どう考えるか議論が必要だ」とイン

タビューに答えたとありました。

この意味はどのようなものなのか、基地の外

への宿泊を奨励するということなのか。これか

令和４年11月30日(水)
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ら何がしかの議論の場を具体的につくっていく

ということなのか、この発言の趣旨を伺いたい

と思います。

次に、国保問題について福祉保健部長に伺い

ます。

国民健康保険は、安定的な財政運営を期待し

て、平成30年度（2018年度）から県が運営を担

うこととなりました。

国保は、高齢者など無業者を50％以上抱える

保険制度であり、被保険者の保険料を負担する

力が弱いことが課題です。この負担率、医療保

険の負担については、勤め人が加入する協会け

んぽは収入の9.34％で、これを労使で負担しま

す。健保組合は大企業で、率も低くなり7.62％

で、これを労使で負担するのですが、国民健康

保険制度は平均8.9％を本人のみで負担する保険

であります。これだけでも厳しい負担となって

いると理解できます。

その中で、現在は保険税率が市町村ごとに違

うのですが、県が運営を担うことになる際に議

論となった保険料率の一律化という問題につい

て、これからどうしようと考えているのか、福

祉保健部長に質問します。

壇上の質間は以上として、以下の質間は質間

者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

まず、「医療・福祉の充実」に込めた思いに

ついてであります。

少子高齢化や人口減少の進行など、社会環境

が大きく変化する中、誰もがそれぞれの地域で

安心して暮らせる社会を築いていく上で、医療

・福祉の充実はその根幹をなすものと考えてお

ります。

私はこれまで、医療や福祉に関わる人材の育

成・確保や、ドクターヘリの導入、新県立宮崎

病院の建設など、医療体制の強化を進めるとと

もに、地域包括ケアの推進や重度障がい者医療

費助成制度の充実など、高齢者や障がい者を地

域で支える社会づくり、さらには子育てをしや

すい環境や健康長寿社会づくりに取り組んでま

いりました。

加えてこの３年間は、新型コロナ対策や顕在

化してきた生活困窮者に対する支援、自殺対策

にも全力で取り組んできたところであります。

このような中、今回の政策提案の柱に「安全

・安心で持続可能な暮らしの実現」を掲げ、医

療・福祉の充実をさらに進めていくこととした

ところであります。

今後、医療・福祉に対するニーズはますます

増大・多様化するものと考えておりますが、高

齢者や障がい者、子供たち、また生活困窮者や

困難を抱える女性など、支援を必要とする方々

の目線に立った施策を推進し、県民の命と健

康、暮らしを守り、安心と希望あふれる宮崎を

築いてまいります。

次に、日米共同訓練についてであります。

今回の日米共同訓練においては、参加した米

軍人110人のうち、そのほとんどとなる90人が基

地内施設に宿泊したところであります。

令和３年３月に、私が立会人となり、九州防

衛局と周辺市町が締結した「米軍再編に係る新

田原基地への訓練移転に関する確認書」を踏ま

え、新型コロナがいまだ収束しない中、基地内

施設への宿泊に努力いただいたものと理解して

おります。

御指摘の発言につきましては、ワクチン接種

の進展や、ウイルスに関する知見の蓄積も進ん

だことで、新型コロナに対する意識が変化して

いる中、基地の外に宿泊することによる経済効

令和４年11月30日(水)
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果を期待する声も周辺市町からあったことを踏

まえ、今後、議論していくことも必要との観点

から、そのような発言を行ったものでありま

す。

私としましては、確認書において、「訓練参

加要員の宿泊について、基地内に整備した宿泊

施設を使用するよう米軍と調整し、その実現に

努める」とされておりますことから、あくまで

も、この確認書に基づき、引き続き基地内の宿

泊を求めてまいります。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お○福祉保健部長（重黒木 清君）

答えします。国民健康保険についてでありま

す。

県は、平成30年度に実施された国民健康保険

制度改革により、財政運営の責任主体となり、

保険税の標準的な算定方法を国保運営方針で定

めるなど、国保運営における中心的な役割を果

たしております。

保険料率の一律化、すなわち保険税水準の統

一につきましては、財政運営を県単位化した意

義を高めるため、議論を深めることが重要であ

ると考えているところです。

一方、保険税水準の統一においては、市町村

ごとに、医療費水準、保健事業の内容、保険税

の算定方式が異なるなどの課題があります。

このため、現在、県と市町村担当課等で構成

する県市町村国保連携会議において、統一化に

おける課題について議論を行っているところで

あります。〔降壇〕

福祉政策に対して知事から、○岩切達哉議員

当事者目線に立った施策を推進するという答弁

でございました。

この充実強化については、この県で暮らすこ

とをより幸せに感じることができるという内容

になっていくと思います。ぜひ普遍的な福祉施

策の向上を求めておきたいと思います。

日米共同訓練に関しましては、県民の安心・

安全が担保されるよう、これからも注意して対

応いただきたい課題だと認識しているところで

ございます。ぜひそのような態度でいただきた

いなと思います。

国保について、その保険料率は、合意なき統

一はないと思いますが、そのような姿勢で臨ま

れると今、認識させていただきました。

引き続き、国保の実施状況について質問させ

ていただきます。

福祉保健部長に伺います。コロナ禍における

保険料の収納率についてであります。

被保険者の中で就労されている皆さんは、自

営業の方が多いのですが、経済活動が厳しく

なっている中で、納付がより困難になっている

傾向は見られないでしょうか。

納付が困難な場合には、短期被保険者証や資

格者証となるのですが、それはとてもつらい思

いを与えます。そのような状況が増えていませ

んでしょうか。

さらに、県が保険者となる平成30年度にかけ

て、差押件数・金額増という資料があるのです

けれども、県が保険者となって以降はいかがな

状況でしょうか、お聞かせいただきたいと思い

ます。

国民健康保○福祉保健部長（重黒木 清君）

険税の収納率につきましては、令和２年度が前

年度を0.37ポイント上回る94.59％、令和３年度

は前年度を0.42ポイント上回る95.01％と、コロ

ナ禍前より上昇しております。これは、新型コ

ロナにより収入が減少した世帯を対象とした国

保税の減免も影響していると伺っております。

また、収納率の向上により、滞納世帯は年々

減少し、直近の令和４年６月１日現在で、短期
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被保険者証の交付世帯数は、前年比39 2減

の6,204世帯、資格証明書の交付世帯数は、前年

比185減の791世帯と、いずれも減少しておりま

す。

差押数及び差押金額につきましては、国保制

度改革のあった平成30年度が延べ8,158世帯、

約17億7,000万円、それ以降はおおむね減少傾向

となり、令和３年度は延べ5,491世帯、約11

億6,000万円であります。

国民健康保険の加入者を保険○岩切達哉議員

証が手元にないという状態にさせたくないな

と、常日頃から思っております。ぜひ、そうい

う思いをする方が減るように御努力いただきた

いと思います。

次に、宮崎県の医療費は、その総額は4,100億

円余りだと伺いました。このうち国保が負担す

るのは1,074億円という資料がありました。

県は、レセプトデータ分析によって市町村国

保保健事業を支援する業務を実施し、その報告

書が令和４年３月に提出されています。

この報告を受け、保険者としての県は、内容

をどう理解して、どのような対策を行うことと

したのか、伺いたいと思います。

レセプト○福祉保健部長（重黒木 清君）

データを用いた国保の医療費分析事業につきま

しては、疾病ごとの有病率や１人当たりの医療

費、高額レセプトの発生状況などを市町村ごと

に分析したものです。

この分析を通じ、糖尿病の有病率に地域差が

あるなど、健康課題は市町村ごとに異なり、そ

れぞれの課題に応じた保健事業を実施すること

の重要性が明らかになったところであります。

このため県では、県立看護大学の専門家とと

もに各市町村を訪問し、具体的な課題を基に、

保健事業の改善点などについて、グループワー

クを通じ必要な助言を行っているところであり

ます。

今後とも、こうした取組を充実し、より効果

的な保健事業を実施できるよう、市町村を支援

してまいります。

疾病ごとに有病率が違うなど○岩切達哉議員

の把握をされたということであります。効果的

な保健事業に充ててほしいと思います。

医療費抑制対策の一つとして、特定健診とい

うのがございます。その健康診断を受診させて

早期発見、早期治療を行うことが、結果的には

医療費抑制になるということは明らかだと思い

ます。

ところが、特定健診の受診率は、県下で60％

の目標に対し2020年度は35.9％と、目標を超え

る市町村は、26市町村の中で４市町村にとどま

ると伺っております。

保険者として、医療費抑制対策推進のため、

受診率を引き上げる努力が必要ではないかと思

います。所見をお聞かせいただきたいと思いま

す。

特定健診の○福祉保健部長（重黒木 清君）

受診率の向上は、本県の健康長寿社会づくりを

推進する上で重要な課題であると認識しており

ます。

このため、県におきましては、５月と10月を

「健康診査広報月間」に定め、県内全ての医療

保険者で構成する保険者協議会と連携し、集中

的に広報を行っており、県政番組や広報紙等の

活用、テレビＣＭのほか、今年度から新たに

ユーチューブ広告により啓発を行っているとこ

ろであります。

また、市町村におきましては、はがきや電話

等による個別の受診勧奨や、夜間・休日健診の

実施による受診機会の拡大等により、受診率向
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上に努めているところであります。

今後とも、市町村をはじめ関係機関と連携し

て、受診率向上に向けた取組を進めてまいりま

す。

健康診断を受けるよう、啓発○岩切達哉議員

を強化していただきたいと思います。

国保問題の最後になりますけれども、国は、

子供の医療費の窓口負担への助成をしている自

治体に対しては、国庫負担金の減額措置を行っ

ています。

今、ほとんどの自治体が子供子育て支援のた

めに取り組んでいるところですけれども、国に

よる減額措置はやめるよう、国に対し強く求め

るべきではないかと考えます。

この間、国に対してどのような対応を行って

いるのか、お聞かせいただきたいと思います。

市町村が子○福祉保健部長（重黒木 清君）

供の医療費を助成した場合には、市町村国保に

対する国庫負担金の減額措置が行われておりま

す。

この減額措置につきましては、全国知事会を

通じ廃止を要望してきたところでありまして、

平成30年度より、未就学児までの措置が廃止さ

れたところであります。

子供の健やかな育ちの観点から、小学生以上

の子供についても減額措置を廃止するよう、引

き続き全国知事会を通じた要望を行うなど、あ

らゆる機会を捉え、国へ働きかけてまいりたい

と考えております。

国民皆保険制度ということ○岩切達哉議員

で、国民健康保険制度の維持は社会保障上、大

事な課題であります。その責任を託された県と

して、引き続き努力をお願いしたいと思いま

す。

次に、関連しますが、宮崎県の精神医療につ

いて伺います。

今年９月に国連の障害者権利委員会が日本政

府に、障がい児を分離した特別支援教育の中止

を要請したほか、精神科の強制入院を可能にし

ている法律の廃止を求めました。

内容の詳細は述べませんけれども、例えば、

全世界の精神科病床の約２割が日本にあると

か、人口1,000人当たりのベッド数比較で、日本

は一貫して世界一であるということでありま

す。日本の精神科医療は、世界の潮流とは異に

していると思います。

そこで伺いますけれども、県内の精神科医療

病床数の現状と、この間取り組んでこられた地

域移行支援事業の現状を、福祉保健部長にお伺

いします。

本県の精神○福祉保健部長（重黒木 清君）

病床につきましては、昨年10月１日時点で5,835

床あり、ここ数年、ほぼ横ばいで推移しており

ます。

次に、地域移行支援事業につきましては、保

健・医療・福祉等の関係機関で構成される協議

会を県及び保健所に設置し、地域のネットワー

クづくりや精神障がい者に対する理解促進に取

り組んでいるところであります。

また、地域で暮らす精神障がい者が自らの体

験に基づき支援を行うピアサポート活動や、モ

デル地域において、精神科病院とグループホー

ムなどの様々な関係機関が連携した相談対応や

住宅確保の調整など、きめ細かな支援を行って

いるところであります。

このような取組を通じて、昨年６月末時点の

入院期間１年以上の患者数は2,969人で、５年前

と比較し472人減少しております。

長期入院している方が減って○岩切達哉議員

いるということはありがたいですが、5,000床を
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超えるベッドがあって、利用されている方がい

らっしゃると。100万人の人口の中で多いなと、

私は思います。

国連の障害者権利委員会が日本政府に勧告し

た内容は、長期間または無期限の入院や、精神

科を退院した方の行き先が特定のグループホー

ムだったりということをやめるように求めてい

ます。

私は、日本の精神科医療のありようは、変化

が始まる気がしています。また、そうあらねば

ならないと思います。

宮崎県はその変化の先駆者となってほしいと

期待しているのですが、知事は障害者権利委員

会の勧告をどう捉えていらっしゃるか、所見を

お聞かせいただきたいと思います。

障害者権利条約は、全○知事（河野俊嗣君）

ての障がい者に、あらゆる人権と基本的自由を

平等に保障することを目的に定められたもので

ありまして、その目的に沿って障がい者の権利

の実現に向けて取り組むことは、大変重要であ

ると考えております。

今回の勧告では、精神科病院に入院している

全ての障がい者を対象にその状況を確認し、地

域社会において必要な支援を行い、自立した生

活を送れるようにすることが強く要請されてお

ります。

国においては、「入院医療中心から地域生活

中心へ」という基本理念に基づき、様々な施策

を実施しているところでありますが、今回の勧

告を受けて、より一層の取組が進められるもの

と考えております。

県としましても、精神障がいのある方が地域

で安心して自分らしく生活できるよう、精神障

がいに関する理解促進を図るとともに、支援体

制の充実等に取り組むことで、障がいのあるな

しによって分け隔てられることなく、地域で共

に生きる社会の実現に努めてまいります。

この精神障がい者領域や、他○岩切達哉議員

の身体障がいや知的障がいなど、障がい者福祉

は大変広範で、かつどれもが重要であります。

県執行部の出先を含めた障がい者福祉推進体

制については現状でいいのか、十分検討され、

対応されることを期待しておるところでござい

ます。

次に、教育長に伺います。

国連の障害者権利委員会が出した勧告では、

特別支援教育の中止、とりわけ分離教育の中止

を求め、インクルーシブ教育の推進を強く求め

ております。

昨日、武田議員も質問されましたが、私は、

この勧告に対する教育長の所見を聞かせていた

だきたいと思います。

誰一人取り残すこ○教育長（黒木淳一郎君）

となく、誰もがよりよい人生を送るために多様

な他者を認め合う、いわゆる共生社会の実現は

不可欠であると考えております。

障がいのある子供と障がいのない子供が共に

学ぶインクルーシブ教育は、その意味でも大変

重要であり、これからの社会を支える教育の仕

組みであります。

その推進に当たりましては、全ての子供が生

きる力を身につけることが大切でありますの

で、個別のニーズに応じた指導も肝要でありま

す。

あわせまして、一人一人の学びの場の選択が

的確に行われることが重要であるため、市町村

教育委員会で行う就学先決定への支援にも力を

入れてまいります。

今後も共生社会の実現に向けて、インクルー

シブ教育の推進に努めてまいります。
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いずれの課題も、日本のシス○岩切達哉議員

テムに対する国連からの意見表明です。その対

応については、ぜひ宮崎県が先陣を切って実践

されていくことを期待しております。

教育に関連してもう一問。小学校や中学校、

高校でも年度の初めに家庭訪問を行っていると

認識していますが、その必要性について問い直

す声をいただきました。

家庭訪問をする先生方の負担軽減や、短時間

の訪問では何も分からないという意見、受け入

れる家庭では仕事を休む必要があるなど、いず

れの側にも、一斉の家庭訪問についてはやめて

いいのではという意見があるようです。当然、

必要という意見もあると思いますが、この家庭

訪問の在り方について、教育長のお考えはいか

がでしょうか。

家庭訪問の目的○教育長（黒木淳一郎君）

は、通学路の安全確認をしたり、家庭生活の様

子を把握しながら、子供一人一人への理解を深

め、日々の指導に生かすことであり、これまで

県内多くの学校で実施されてまいりました。

一方、保護者の負担が大きいことや、授業時

間の確保などの視点から、例えば、家庭訪問を

廃止し学校での面談に変更する、家庭訪問か面

談のいずれかを各家庭が選択できるようにす

る、対象学年を絞って実施するなど、見直しも

進んできております。

今後も、家庭訪問の在り方につきましては、

子供を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、各学

校の実態や保護者の実情に応じた様々な工夫・

改善を図っていくことが大切であると考えてお

ります。

実情に応じるという教育長の○岩切達哉議員

姿勢は、現場からも歓迎されると思います。ぜ

ひよろしくお願いします。

次に、河川にあります樋門の自動化につい

て、県土整備部長に伺います。

台風第14号の大雨で、家屋に床上、床下浸水

の被害が出た西都市で、水路などから一ツ瀬川

へ排水するために開けていた樋門から水が逆流

し、周辺の地域に流れ込んだ可能性があるとの

ことでした。

西都市消防本部によりますと、大雨でダムの

放流量も増え、急激に一ツ瀬川の水位が上昇し

たことや、暴風で樋門を閉じる操作ができな

かったことが要因と、記事にありました。

手動の場合、誰が開け閉めを行うのか、県土

整備部長に伺います。

樋門の開閉操○県土整備部長（西田員敏君）

作につきましては、基本的には、樋門が設置さ

れている市町村に操作の委託を行い、その操作

は市町村の職員や消防団員などが行っておりま

す。

操作は自治体職員や消防団員○岩切達哉議員

ということでございますけれども、その樋門を

閉める判断は誰がいつ行うのか、お聞かせくだ

さい。

樋門のゲート○県土整備部長（西田員敏君）

を閉じる閉門につきましては、県の操作要領に

基づき、操作員が現地において本川から支川へ

逆流が始まったことなどを確認し、その判断を

行っております。

操作員が現地で目視してとい○岩切達哉議員

うことであります。夜間や暴風の中では困難か

つ危険だと思います。

私は、このような危険な作業から人間を解放

するのが、デジタル化とか合理化ということだ

と思っています。デジタル化、いわゆる樋門の

開閉についての自動化の見通しはいかがでしょ

うか。
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県が管理する○県土整備部長（西田員敏君）

樋門では、東日本大震災を踏まえ、津波が河川

を遡る区間において、本川の水圧により自動的

に閉鎖するゲート、いわゆるフラップゲートに

よる自動閉鎖化を優先的に進めているところで

あります。

今回の台風第14号においては、風や雨が強

く、一部で現地周辺が冠水し、大変厳しい操作

環境であったものと考えており、現在、関係自

治体や操作員との意見交換を行っているところ

であります。

今後は、そこで出された御意見も踏まえ、十

分な検証を行い、操作環境の改善に努めるとと

もに、津波遡上区間以外につきましても、フ

ラップゲート等による自動閉鎖化を検討してま

いります。

また、樋門操作のデジタル化、遠隔化につき

ましては、不測の事態のバックアップ体制など

運用上の課題もありますことから、今回の台風

第14号を踏まえ、国の動向も注視してまいりま

す。

操作をされる方の安全は極め○岩切達哉議員

て大事なポイントだと思いますので、ぜひ研究

を進めていただきたいと思います。

次に、国と地方との関係についてお尋ねしま

す。

政府の2022年度骨太方針で、自治体への新た

な計画策定の義務づけ・枠づけは最小限にする

と示されました。これは、法令で計画等の策定

を義務づけるものが増えておりまして、負担感

が増しているという自治体側からの、地方から

の削減要求が受け入れられたものと理解してい

ます。

確認させていただきたいのですが、現在、策

定義務や努力規定など、法により策定を求めて

いる法令は幾つあるのでしょうか。これは過去

からどの程度、増加しているのでしょうか、総

合政策部長にお聞きします。

県では、様々○総合政策部長（松浦直康君）

な分野におきまして、取組の指針となる計画を

策定しておりますけれども、内閣府の調査によ

りますと、国が都道府県に対して計画策定を求

める根拠となっている法令等の条項の数は、令

和２年12月末時点で、策定を義務づけるもの

が157、策定するよう努めなければならない、い

わゆる「努力義務」が61、策定することができ

る、いわゆる「できる規定」が143、合計で361

となっております。

この数を10年前の平成22年と比較しますと、

全体で95増加しておりまして、法令等によって

都道府県に計画の策定を求めるケースは増加傾

向にあります。

できる規定をやらないとして○岩切達哉議員

も、200を超える計画をつくらないといけないと

いうような認識だと思います。大変増えてきて

いるという実感なんですけれども、全国知事会

は、骨太方針に対して、計画策定の義務づけ見

直しを高く評価している一方で、計画を作るこ

とで財政措置を行っている政策に関して必要な

財源保障を行うことと、今後は、計画等の策定

を求める法令の規定や通知は原則として新設し

ないことを求めたとのことであります。

知事に伺いますが、宮崎県知事として、この

骨太方針や知事会の評価についてどのように受

け止めていらっしゃるか、お考えをお聞かせく

ださい。

本来、県における計画○知事（河野俊嗣君）

策定は、地域の課題や実情を踏まえて主体的に

行うものでありますが、現実には、国庫補助金

等の交付要件として計画策定が求められるな
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ど、実質的な義務化により国が関与し、その対

応に多大な労力を要するといった課題がありま

す。

私は全国知事会の地方税財政常任委員長とし

て、補助金など地方の財源を求めていく立場で

ありますが、補助金がどんどん認められたとし

ても、その一方で、こういった計画が義務づけ

されているというような実態が進むと、現場の

担当者に強い負荷を与えるものであって、それ

は大いに問題であると考えております。

このような認識の下、全国知事会として、国

に対し計画策定等の見直しに向けた提言を行う

とともに、国の有識者会議におきましても、見

直しに向けた検討が行われ、議員御指摘のとお

り、今年の骨太の方針において、計画策定等の

見直しが掲げられたところであります。

このことは、地方の自主性・自立性を確保す

るものであると、私としても評価しているとこ

ろであります。

今後は、この方針の実効性を担保するため、

計画策定を要件として財政措置が行われている

各政策に関しては、国が必要な財源保障を行う

ことなどについても、引き続き全国知事会と歩

調を合わせて求めてまいります。

計画策定は大変なんです。で○岩切達哉議員

も、作らないとお金が渡らないというか、もら

えないと。そんな矛盾の中で大変御苦労なさっ

ていると思いますけれども、ぜひ地方の立場で

しっかり意見を表明されて、見直しをさらに進

められるようにお願いしたいと思います。

次の質問であります。電気料の高騰に伴っ

て、今議会に相当額の補正予算が提案されてい

ます。このような理由での補正というのは珍し

いことではないでしょうか。それほど急激な引

上げであります。

電力会社は、原油値上がりや円安などの影響

を、消費する側に価格転嫁できるようでありま

す。今、県民は、家庭では節電をして支払額を

抑えようとしています。宮崎県庁関連の全体の

電気使用量を抑えるための方策はありませんで

しょうか。

暗い廊下があったり、昼休みには消灯してい

たりと努力している様子は承知しております。

それよりは、節電のための投資として、太陽光

発電装置を庁舎に設置したり、蓄電など、初期

投資は必要になるのですが、数年たてば得をす

るという方法で節電を検討できないか、総務部

長に伺います。

県では、昨年度改○総務部長（渡辺善敬君）

定した「宮崎県公共施設等総合管理計画」にお

いて、施設の更新や修繕等に合わせた省エネ化

等に努めることとしております。

本庁舎や総合庁舎等につきましては、これま

でに照明のＬＥＤ化や空調設備の省エネタイプ

への改修を行い、令和２年度に完成した防災庁

舎につきましては、照明の全館ＬＥＤ化のほ

か、高断熱サッシの採用や太陽光発電設備の設

置を行ったところです。

さらに現在、環境省の補助事業を活用した

「県有施設ゼロカーボン化推進モデル事業」と

しまして、７号館及び延岡総合庁舎において、

太陽光発電設備の設置による再生可能エネル

ギー導入とＬＥＤ照明への更新による省エネを

組み合わせ、電気使用量を削減する取組を進め

ております。

今後とも、高い節電効果が見込める取組を、

関係部局と連携を図りながら進めてまいりま

す。

では引き続き、総務部長に質○岩切達哉議員

問させていただきます。

- 208 -



令和４年11月30日(水)

職員採用に係る国籍条項について、宮崎県の

判断を伺いたいと思います。

税の賦課・徴収部門に配属しないことや、管

理職登用に制限があることを前提に、職員とし

て採用する府県が９つに達したということを聞

きました。

企画調整や観光振興に積極的に配置するとい

うのですけれども、宮崎県ではそのような職員

採用はいかがな状況でしょうか。

地方公務員につき○総務部長（渡辺善敬君）

ましては、これまで国の見解や判例により、外

国籍を有する者は公権力の行使や公の意思の形

成への参画ができないこととされており、例え

ば、税の賦課・徴収や行政の多くの分野におけ

る監視・立入調査、許認可業務などに従事でき

ず、また所属長など管理職への登用が制限され

ることになります。

このため、職員の国籍条項につきましては、

本県におきましては職務の性質上、公権力の行

使や公の意思の形成への参画には関与しないと

思われる、一部の医療関係職種等に限り撤廃し

ておりますが、その他の職種に関しましては、

慎重に検討する必要があると考えております。

同じ法律の下で、できるとし○岩切達哉議員

た府県さらに市町村、政令市があるわけであり

まして、ぜひ研究を進めてください。

次に、今年、人事院勧告では、職員給与の在

り方について、「定年延長を踏まえた制度の見

直しが必要」と報告しております。

この内容が意味するところ、地域間の格差が

拡大するように私は感じております。都市部と

違って地方は賃金が安いということで、地域手

当偏重の賃金になるとすれば、今低位にある宮

崎県をはじめとする地方においては、必要な人

材確保に支障が出るものと考えます。総務部長

の所見はいかがでしょうか。

今年度の人事院の○総務部長（渡辺善敬君）

「職員の給与に関する報告」において、社会と

公務の変化等に伴う諸課題に対応できるよう、

現行の給与制度についてアップデートを図って

いく必要性が報告されており、令和６年に必要

な給与制度上の施策を講ずることを目指すとさ

れております。

また、本県の人事委員会においても、今後、

国の検討状況や他の地方公共団体の動向を注視

していく必要があるとの報告がなされておりま

す。

現時点で、これらの見直し内容等は不明であ

りますが、今後とも、県職員として働く魅力の

ＰＲといった受験者を確保する取組や弾力的な

採用を行うなど、人材確保にしっかりと取り組

んでまいりたいと考えております。

アップデートというか、見直○岩切達哉議員

しがあるたびに、おおよそにおいて地方は都市

との格差を広げられているというのがこれまで

の状況でありますので、地方の立場でぜひ発信

をしていただきたい、そのように思います。

次に、会計年度任用職員の任用のルールにつ

いて伺いたいと思います。

会計年度任用職員が県に勤務できるのは、最

長３年とかの制限があるのでしょうか。仕事に

慣れた方に辞めてもらうとすれば、それは利益

にならないと思います。どのような制度か、お

聞かせいただきたいと思います。

会計年度任用の職○総務部長（渡辺善敬君）

につきましては、地方公務員法により、一会計

年度を超えない範囲内で、毎年度、その必要性

を吟味し、新たな職として設置することとなっ

ております。

また、採用者の決定に際しましては、原則と
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して、毎年度、公募を行い、客観的な能力実証

を行うこととされております。

県におきましては、これらの考え方を踏まえ

つつ、現在任用されている職員の勤務実績が一

定水準以上で、翌年度も同一の職務内容の職へ

の任用を希望する場合には、人材の確保、雇用

の安定等の観点から、公募を経ずに、当年度の

能力実証により、連続２回まで再度の任用がで

きることとしております。

公募を経て、客観的な能力実証が行われるの

であれば、任用回数に制限はありません。

制度ということでありますの○岩切達哉議員

で、ここでは議論できませんけれども、ぜひ雇

用の安心というものを働く側に提供いただきた

い。切にお願いしたいと思います。

では、避難訓練について危機管理統括監に伺

いたいと思います。

避難ビルを実際に利用して避難訓練をすると

いうことについての御質問であります。

避難タワーではない、一般にマンションとか

が指定されている避難ビルについて、訓練とし

て利用することははばかられる、やりづらいと

いう声を聞きました。

人様が居住されているので、配慮は必要だと

思います。いざというときだけ利用してほしい

と言われれば、そのとおりではありましょうけ

れども、日頃から訓練をしっかりしておくこと

は、防災上必要と思います。

避難ビルを利用した訓練の実態について、危

機管理統括監に伺います。

津波による○危機管理統括監（横山直樹君）

浸水が想定される沿岸市町では、行政や自治

会、学校、事業所等による地域の実情に応じた

様々な避難訓練が行われておりますが、マン

ションやアパートなどの避難ビルへの避難訓練

は、建物の所有者や居住者の理解と協力が必要

となることから、積極的に行われていない状況

でございます。

県では、今月６日に南海トラフ巨大地震の発

生を想定して日南市や串間市で行いました県総

合防災訓練において、住民が参加する避難訓練

を実施したところでございますが、今後とも、

多くの住民を巻き込んだ実効性のある避難訓練

が各地域で実施されるよう、沿岸市町と連携し

てまいります。

やってみないと分からない話○岩切達哉議員

というのが、訓練に期待されるところだと思い

ますので、ぜひ関係市町と十分議論してほしい

と思います。

では次に、スケアードストレイトの活用につ

いて、警察本部長に伺いたいと思います。

交通安全教室の手法として、スケアードスト

レイト方式というのがあるということですけれ

ども、その手法の説明と導入状況、県内で適切

な業者選定ができているのか、お聞かせくださ

い。

スケアードスト○警察本部長（山本将之君）

レイトとは「恐怖の直視」という意味で、スタ

ントパーソンが自転車と自動車の事故、あるい

は自転車と歩行者の事故を再現して、その衝撃

や音を実際に感じていただき、事故の恐ろしさ

を実感することを通じて、交通安全に対する意

識を向上させる教育技法でございまして、こち

らは、ＪＡ共済連全国本部と警察庁が連携いた

しまして、ＪＡ共済連全国本部が契約したスタ

ント会社が、全国で自転車交通安全教室を実施

しております。

なお、本県では平成22年以降、中学校及び高

等学校で45回実施しております。

スタントパーソン スタン○岩切達哉議員 ―
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トマンと、私が幼い頃は習いましたけれども

が実際に車にぶつかって転げ回る、そんな―

ニュースを見たことがあります。

このスケアードストレイト方式の安全教室、

実際にはねられたり、自転車ごと巻き込まれる

様子もあるようですけれども、これを録画した

上で広く市民に広報できないものなのか、お尋

ねします。

スケアードスト○警察本部長（山本将之君）

レイト方式の交通安全教室の動画による広報に

つきましては、これまでに県内で実施した実際

のスケアードストレイトの交通安全教室を警察

本部において撮影し、宮崎県警察交通部のツ

イッターで動画を配信しておりますが、今後、

他の広報手段についても検討してまいりたいと

思っております。

交通安全確保というのは、本○岩切達哉議員

当に時間のかかる、そして地道な作業ですけれ

ども、ルールを守るしかないということで、恐

怖を直視するという手法による広報をお願いし

たいと思います。

次に、県庁ライトアップについて伺いたいと

思います。

県庁本館は、今年90年目となる貴重な登録有

形文化財と聞いております。県庁周辺では、楠

並木と曳家で移動させた５号館も歴史を感じる

文化財です。

このかいわいが観光地になっているのです

が、夕方になりますと、県庁本館が様々な色に

ライトアップされることがあります。そのライ

トアップされたカラーが何を意味するのか、県

庁ホームページを訪ねても、趣旨が簡単には分

からないという状況にあります。

冒頭の質問でも触れましたけれども、様々な

シンボルカラーの意味が分かるようにできない

のかという質問であります。

例えば、県庁周辺にＱＲコードを掲示して、

解説するホームページに誘導するとか、デジタ

ル時代に見合う対策をしてはいかがでしょう

か。総務部長の答弁を求めます。

県庁本館のライト○総務部長（渡辺善敬君）

アップにつきましては、本県を代表する建物

に、ＬＥＤライトによる多彩な色を投影できる

ことから、県が取り組む啓発活動のイメージカ

ラーを発信する手段として幅広く活用しており

ます。

ライトアップで映し出される色の趣旨を、各

世代の方々に丁寧に説明することは、県の施策

推進につながると考えておりますので、ライト

アップ情報の庁舎掲示板への掲示や、ＱＲコー

ドを使った県ホームページ等への誘導など、簡

単で分かりやすくお伝えできる取組を具体的に

進めてまいります。

よろしくお願いします。○岩切達哉議員

次に、有害鳥獣駆除の関係でございます。

有害鳥獣駆除をするために、狩猟免許が必要

になります。最初に、狩猟免許の所持者の動向

について、環境森林部長に伺います。

令和３年度末○環境森林部長（河野譲二君）

の狩猟免許の所持者数は延べ5,236人で、10年前

と比べ、わな猟等の免許所持者が578人増加した

のに対し、銃猟免許所持者数は1,851人減少し、

全体では1,273人少なくなっており、狩猟者の減

少傾向が続いております。

わなを使われる方は増えまし○岩切達哉議員

たが、銃を使って狩猟を行う方は減ったという

ことでございます。

銃を使用した狩猟に必要な猟銃の所持は、銃

刀法に基づく銃砲所持許可が必要で、その所持

許可には実技講習が必要であると聞いておりま
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す。

その実技講習を行う射撃場について、特にラ

イフル銃については、実技講習の場として指定

されている、いわゆる教習射撃場が宮崎県内に

はないと伺っております。

実技講習の実態や射撃場の状況について、警

察本部長に伺います。

猟銃の所持許可○警察本部長（山本将之君）

の３年ごとの更新時には、銃砲刀剣類所持等取

締法に基づき、猟銃の基本的な操作と射撃技能

に関する技能講習を、指定された射撃場で受講

することとされております。

県内には、技能講習を行う射撃場が３か所あ

りますが、猟銃のうち、ライフル銃に関しまし

ては指定を受けておりませんので、ライフル銃

の更新に際しましては、福岡県または大分県の

射撃場で技能講習を受講していただいておりま

す。

なお、技能講習につきましては、射撃指導員

等に加え、「鳥獣による農林水産業等に係る被

害の防止のための特別措置に関する法律」に基

づきまして、特定鳥獣被害対策実施隊員や、被

害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事し

ている方につきましては、この受講が免除され

ており、過去３年間、本県では更新申請者全体

の約８割の方が免除されております。

限られたライフル銃所有者、○岩切達哉議員

ライフル銃によって狩猟を行う方の課題だとは

認識しているんですけれども、県内にはライフ

ルの技能講習が受けられる場所がないというこ

とで、福岡や大分のほうに行っていただいてい

るということでございました。この課題はまた

今後伺いたいと思います。

最後に、散弾銃の技能講習については県内で

受けられるわけでありますけれども、このよう

な状況で猟銃の所持許可更新がなされるわけで

すけれども、有害鳥獣捕獲には、狩猟免許を持

つ方の確保がこれからも必要と思います。

これからの確保対策について、環境森林部長

に伺います。

有害鳥獣によ○環境森林部長（河野譲二君）

る農林作物等の被害を防止するため、捕獲を担

う狩猟者の確保は大変重要であります。

このため県では、猟友会や市町村と連携し、

狩猟免許取得希望者向けの講習会の開催や試験

会場の増設、銃砲所持許可申請手数料などの一

部助成を行うとともに、林業大学校の長期課程

のカリキュラムに、わな免許の取得を組み込む

などの取組を行っております。

また、有害鳥獣捕獲に従事する狩猟者に対し

て、銃の散弾など捕獲活動に要する費用の助成

や、狩猟税の減免措置により、負担軽減を図っ

ているところであります。

今後はさらに、県民の狩猟への関心を高める

ためのＰＲの工夫を行うなど、市町村及び関係

団体と連携を図りながら、有害鳥獣捕獲を担う

狩猟者の確保に取り組んでまいります。

狩猟を担う方の確保をしっか○岩切達哉議員

り行っていただいて、農産物を守ったり生活の

安全を守るという場面で活躍していただけるよ

うに、その確保と、そして射撃場の実態につい

ても、それぞれの立場で注目していただきたい

と思います。

予定より随分時間が余ってしまいましたけれ

ども、これで終了させていただきます。御答弁

ありがとうございました。（拍手）

次は、前屋敷恵美議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。通告に従い、一

般質問を行います。
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知事の政治姿勢から伺ってまいります。

安保法制、日米共同訓練から見る日本の政治

のありようについてです。

集団的自衛権の行使容認が閣議決定され、憲

法違反の安保法制（戦争法）が強行されて７

年、自衛隊の海外での武力行使に道を開く、こ

の安保法制の下で、日本は確実に「戦争する

国」へと向かっております。それは、宮崎でも

毎年繰り広げられる日米共同訓練からも見てと

れます。

とりわけ今年は、８月に、えびのの霧島演習

場での日米共同訓練、11月に新田原基地を使っ

ての日米共同訓練、終わると翌日から、日向灘

での日米機雷掃海訓練、近年では、海上自衛隊

の訓練場でもない日向のお倉ヶ浜海岸で「ＬＣ

ＡＣ（エルキャック）ビーチング訓練」と称す

る訓練が、今年は10月に行われています。まさ

に宮崎県は、陸・海・空の全てで軍事訓練を許

す異例な県となっています。県民は常に、事件

や事故と背中合わせの生活を余儀なくされてい

るといっても過言ではないと思います。

とりわけ今回の日米共同訓練は大規模化し、

イギリスやフランス、オーストラリア、カナ

ダ、インド、韓国など多数が参加いたしまし

た。さらにＮＡＴＯも含む実に多国籍型の統合

演習で、そこに九州全域の自衛隊基地などが組

み込まれ、大規模な訓練となりました。

我が党は、こうした訓練の中止を強く求めて

まいりました。今、ロシアのウクライナ侵略で

国際的に軍事的緊張が高まる中、こうした一連

の軍事演習は、東アジアの緊張も一層高めるこ

とにつながりかねないのではないでしょうか。

政府の有識者会議は報告書で、敵基地攻撃能

力の保有や軍事費を５年間で倍増、ＧＤＰ比２

％の大軍拡計画を示して、「財源は国民全体で

の負担が必要」としています。

岸田首相は一昨日、財務大臣と防衛大臣に、

この軍拡予算措置を講じることを指示いたしま

した。この財源は消費税のさらなる増税か、ま

た社会保障費の削減か、国民の暮らしはどうな

ることでしょうか。

戦争は二度としないと誓った憲法９条を持つ

国で、こうした政治のありようが果たして許さ

れるのか、まず知事の御見解を伺いたいと思い

ます。

壇上からは以上で、あとは質問者席から行い

ます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

政府においては、現在、国の安全保障政策に

関する国家安全保障戦略等の、いわゆる防衛３

文書を年末までに改める方針とされておりま

す。

また、政府の有識者会議が、反撃能力の保有

や防衛費増額の税負担を提起するなどの動きが

ありますが、その背景には、北朝鮮による弾道

ミサイル発射やロシアのウクライナ侵攻、中国

の軍事力の拡大など、急激に厳しさを増す我が

国の安全保障環境があるものと認識しておりま

す。

私としましては、我が国の平和と安全を守る

ためには、まずは国際社会の平和と協調のため

の不断の外交努力が重要であると考えておりま

す。その思いで私も外交官を志しておったとこ

ろでありますが、学生時代の同級生が今、外務

省に幹部としております。ぜひ頑張ってほしい

ということを常々願っておるところでありま

す。

同時に、国として万一の時代に対応するた

め、諸外国との協力関係をしっかりと深めてい

- 213 -



令和４年11月30日(水)

くことも極めて重要であると認識しておりま

す。

安全保障問題への対応を含め、外交、防衛に

関することは、国の根幹や、将来、国民の暮ら

しに関わる重要な問題でありますので、今後、

国において慎重かつ十分に議論を行うととも

に、国民に対する丁寧な説明が必要と考えてお

ります。以上であります。〔降壇〕

不断の外交努力が必要だと○前屋敷恵美議員

言われましたけど、まさにそれはそのとおりだ

と思います。

しかし、防衛が必要だと軍備を増やすこと

は、軍事対軍事の悪循環を招き、戦争につなが

る一番危険な道だと思います。日本の果たすべ

き役割は、憲法９条を生かした平和外交、これ

が不断の努力で行われなければならないと思い

ます。そして、徹底した話合いの積み重ねで、

戦争にさせない道を開くことです。軍備増強で

は問題は解決しないと思います。国民の暮らし

を犠牲にした軍拡は、かつての戦争への道その

ものです。

政府の行為によって、再び戦争の惨禍が起こ

ることのないようにすることを決意したはずの

日本が、今、政府の行為によって再び戦争への

道を歩むことは、絶対に許されるものではあり

ません。私はそのように思います。

知事も立憲主義の下に、政府の憲法を逸脱す

る行為、戦争への道には、何よりも県民の生命

・財産・安全を守る立場から、毅然とした態度

で臨むべきではないかと思います。重ねてここ

を強調しておきたいと思います。

では、続いて質問いたします。次に、統一協

会問題について伺います。

９月定例会においても、この問題は来住議員

が取り上げました。

今や、信者家族との関係でも高額な寄附行為

をめぐって家族崩壊を引き起こし、その被害者

救済のための新法制定が不可欠になるなど、統

一協会が反社会的な集団であることが、より明

白になっております。

そこで改めて、知事の統一協会に対する認識

を伺いたいと思います。

旧統一教会につきまし○知事（河野俊嗣君）

ては、教団の名前を出さない形での勧誘や、不

安をあおっての霊感商法、多額献金の強要な

ど、そのトラブルが社会問題化している団体で

あると認識しております。

「世界平和統一家庭連合」○前屋敷恵美議員

と不当に名称変更した統一協会が、関連団体と

ともに、国会議員はもとより地方自治体や地方

議会、議員にも働きかけを行い、政界との関係

を密にしてきたことも明らかになっておりま

す。

いま一度、知事へ、同団体のイベントや後援

会などへの出席、またメッセージの要請といっ

たものはなかったのか、またその対応はどう

だったのか、改めて伺いたいと思います。

旧統一教会と私の関わ○知事（河野俊嗣君）

りは、メッセージ等の提供も含めて一切ござい

ません。

では引き続いて、商工観光○前屋敷恵美議員

労働部が所管して、「ピースロード2022in宮

崎」に宮崎県が後援団体として名を連ねたこと

に関して、当時、団体の性格は分からなかっ

た、後援する会の基準に合致していたなどとい

う理由で、後援は取り消さないとの態度を変え

てはおられませんが、果たしてそれでよいのか

ということです。

反社会的な団体ということが明らかになった

以上、過去に遡って後援を取り消すことこそ、
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県の取るべき姿勢ではないでしょうか。知事の

見解を求めたいと思います。

本県の後援名義につき○知事（河野俊嗣君）

ましては、県の基本方針に合致し、福祉・文化

の向上や地域振興等に寄与する行事に対し、主

催者の申請に基づき承認を行っているものであ

ります。

御指摘の「ピースロード2022in宮崎」につき

ましては、旧統一教会と接点のある団体が共催

しておりましたが、主催者やイベントの趣旨・

目的のほか、事業内容が宗教的、政治的なもの

ではないことなど承認基準を満たしていたこと

から、後援名義の使用を承認したものであり、

取消しは考えておりません。

一方で、今回のような社会的に問題が指摘さ

れている団体への対応については、県民に疑念

や不信を抱かれることのないよう、十分留意す

る必要があることから、共催者につきまして、

主催者と同様の承認条件を設けるなどの承認基

準の見直しを行ったところでありまして、今後

は、より厳正な審査に努めてまいります。

私は非常に残念に思いま○前屋敷恵美議員

す。もう既に県民は疑問や疑念を抱いているか

らこそ、私はその取消しが必要だと申し上げて

いるところです。県が当時、団体の性格が分か

らなかったとすることを責めるものではありま

せん。

しかし、後援に値しない団体と分かった以

上、その当時、条件には合致していた、怪しい

団体ではなかった、問題あるイベントではな

かったと、このように判断されたということな

んですけれども、統一協会が関わっていたとい

う事実は明らかなわけですから、真摯に対応し

て後援を取り消すことこそ、県としての真っ当

な対処であり責任の果たし方だと思います。そ

うでないと、問題が少しでもある団体に、また

そのイベントに、県がお墨つきを与えたことに

なります。今後に汚点を残すことになると思い

ます。他県でも取消しを行っているではありま

せんか。ぜひ再考いただくことを強く求めてお

きたい、このように思います。

次に、日本一の子育て・子育ち立県につい

て、知事に伺います。

知事は就任当時から、日本一の子育て・子育

ち立県を標榜してこられました。それは、子育

て・子育ちのためによい環境を整える子育て支

援を前提にしてのことと、私は理解をしており

ます。３点について伺いたいと思います。

まず、子供の医療費助成についてです。

私は、子供の医療費助成は子育て支援の要だ

と思っております。何より、子供の命と健康を

守り、健やかに育てることが、子育ての基本と

思うからです。

現在、県の医療費助成は、一部負担もありま

すが、就学前まで窓口無料が実施されておりま

す。同時に、県内全ての自治体は、住民の強い

要望を受けて独自の助成を行い、高校生まで無

料という自治体もあり、それぞれ努力がなされ

ております。現在の状況を福祉保健部長にお伺

いしたいと思います。

子供の医療○福祉保健部長（重黒木 清君）

費助成につきましては、県において、小学校就

学前までの子供を対象とした、市町村に対する

助成事業を実施しており、これに加えまして、

各市町村においては独自の上乗せ助成が行われ

ております。

対象年齢で申し上げますと、宮崎市ほか21市

町村におきましては、中学生までを対象に、残

る新富町、西米良村、木城町、川南町の４町村

におきましては、18歳となる年度までを対象に
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助成を実施しております。

全国的にも子供の医療費助○前屋敷恵美議員

成は大幅に進んでおります。ところが、国は、

小学生以上の医療費を助成した自治体の国保に

対して、国庫負担について減額のペナルティー

を課しています。先ほど岩切議員も取り上げら

れましたけれども、本来ならば、国が主体的に

医療費助成を進めなければならないものです

が、自治体がその肩代わりをしているわけで

す。その自治体の努力に水を差すもので、本末

転倒だと言わなければならないと思います。こ

のペナルティー廃止を強く国にも求めていくこ

とを、岩切議員と併せて要望したいと思いま

す。これは福祉保健部長、もう一度お答えくだ

さい。

国民健康保○福祉保健部長（重黒木 清君）

険における子供の医療費助成に対する国庫負担

金の減額措置につきましては、全国知事会を通

じて廃止を要望してきたところでありまして、

平成30年度より、未就学児までの減額措置が廃

止されております。

子供の医療費負担の軽減を図ることは、健や

かな育ちの観点から大変重要でありますので、

小学生以上の子供についても減額措置を廃止す

るよう、引き続き全国知事会を通じた要望を行

うなど、あらゆる機会を捉え、国に働きかけて

まいりたいと考えております。

知事に伺いたいと思いま○前屋敷恵美議員

す。知事の就任以来、子供の医療費助成は全く

進んでおりません。前任の知事が、３歳未満

だった医療費助成を就学前までに引き上げて以

来12年間、据え置かれたままであります。

全ての自治体が子育て世帯に寄り添って支援

しているわけですから、県もそれ相当の応分の

負担で支援することが求められている、また必

要だと思いますが、知事の御見解を伺います。

子供の医療費に対する○知事（河野俊嗣君）

助成は、その健やかな成長と子育て家庭の経済

的負担の軽減を図る上で、大変重要な子育て支

援策だと認識しております。

このため県では、市町村と連携して、これま

でも取り組んできたところでありますが、本来

この制度は、国の責任において全国統一的に行

われるべきものと考えておりまして、全国知事

会を通じて要望を行っているほか、本県単独で

も、「みやざきの提案・要望」の中で、地方の

実態を踏まえた制度設計や必要な財源の確保に

ついて、強く要望を続けているところでありま

す。

先日もそのような思いの下で、来県された、

ある厚労省ＯＢと意見交換を行ったところであ

りますが、この医療費負担がどんどん軽減され

る、それは結構なことでありますが、一方で、

それが過度に進むと、気軽に受診して、言わば

コンビニ受診のような形になり、医療費の増額

であったり医療現場の負荷につながってしまう

のではないかということで、そのバランスをど

う取るかというような論点もあるという御指摘

もいただいたところであります。

来年４月にはこども家庭庁が設置され、子供

・子育て支援の充実がさらに加速化されるもの

と考えておりますので、引き続き様々な機会を

通じまして、この全国統一的な制度設計に向け

て、国に対して働きかけを行ってまいります。

病気になったからこそ子供○前屋敷恵美議員

をすぐにでも病院に連れていきたい、これは親

の思いそのものです。病気でもない子供を、コ

ンビニ受診とかいって病院に連れていく親はお

りません。その辺の認識は、ぜひ改めていただ

きたいと思います。
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既に都道府県段階では、18歳までの助成制度

は鳥取、福島、静岡、鹿児島。東京は来年４月

から実施となります。また、先日は長崎県の大

石知事が、先週始まった県議会で、18歳までの

子供が安心して医療を受けられるよう、来年

度、県独自の医療費助成制度の創設を発表され

ました。私は英断だと思います。

親にとって、子供の病気ほど心配なことはあ

りません。「手持ちのお金がなくて病院に行け

なかった」という、胸の痛む声を度々聞きま

す。病気になっても、お金の心配なしにすぐ病

院に連れていける。これほど子育てで安心なこ

とはありません。そして、重症化を防ぐことに

もなるわけです。

県内どこで暮らしても安心して子育てができ

る宮崎にしていこうではありませんか。知事の

御決断をぜひ見せていただきたい。いま一度、

知事の考えを述べていただきたいと思います。

あくまでも大変重要な○知事（河野俊嗣君）

子育て支援策と認識しておる中で、全国ほとん

どの市町村が、中学生までを対象とした医療費

助成を行っているという状況、これはもともと

地方単独事業ということで、自主的な取組とし

てスタートしたものでありますが、その実態を

踏まえると、やはりこの制度は、本来、国の責

任において全国統一的に行われるべきものと、

その財政力に応じて違いが生じるといったよう

なことがないような制度であるべきだと考えて

おります。

引き続きあらゆる機会を捉え、国に対して働

きかけを行いますとともに、様々な子育て支援

策等を通じて、子育てを楽しいと感じられる宮

崎づくりに取り組んでまいります。

本来やらなければならない○前屋敷恵美議員

国がやらないから、地方自治体がその肩代わり

をしているわけです。ですから、国がやらない

からといって、そのまま座して待つわけにはい

きません。各自治体の努力に、県も応えるべき

だと私は思います。よろしくお願いしたいと思

います。

続いて、学校給食費の無償化について教育長

に伺います。

県内小中学校の給食費について、現在、無償

化または何らかの補助が行われている状況につ

いて伺いたいと思います。

今年４月に、国の○教育長（黒木淳一郎君）

地方創生臨時交付金に、コロナ禍における原油

価格・物価高騰対策分が創設され、給食費への

補助も対象となりました。

５月に県教育委員会が小中学校を対象に実施

した調査では、26市町村中、21市町村が臨時交

付金の活用について検討している状況でありま

した。また、市町村独自の財源で給食費の補助

を行っているのは12市町村で、そのうち実質無

償化となる全額補助は６町村でありました。

その後、10月に再度調査を実施しましたとこ

ろ、この臨時交付金を活用しているのは21市町

村でありました。また、給食費の補助を行って

いるのは24市町村で、そのうち全額補助は７町

村でありました。

「義務教育は無償とする」○前屋敷恵美議員

とした憲法第26条に則して、また、「学校給食

は食育である」とした学校給食法に照らして

も、本来、学校給食は国の責任で恒久的に無償

とするべきものですが、それを求めつつも、現

在、給食費助成を行っている市町村を支えて、

県の支援で、全ての学校での無償化を図ること

が重要と思いますが、教育長の見解を伺いたい

と思います。

給食費につきまし○教育長（黒木淳一郎君）
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ては、学校給食法を基に、保護者が負担するこ

とが基本となっております。

市町村立の小中学校における給食費の無償化

につきましては、学校給食の実施主体でありま

す市町村において、学校や地域の実情を踏まえ

た上で、これまで検討がなされてきたものと考

えております。

なお、県教育委員会におきましては、市町村

担当者会を開催し、国の臨時交付金に関する給

食費の補助について的確な情報提供を行い、学

校給食における保護者負担軽減が効果的に行わ

れるよう支援させていただいたところでありま

す。

先ほど教育長も述べられま○前屋敷恵美議員

したけれども、文科省が食材費高騰抑制のため

に臨時交付金の活用を促してといいますか、通

知をされております。

こうした財源も使って給食費の値上げを抑え

ている、こういう自治体が今、大変増えている

ことは喜ばしいことだと思います。

子育て支援の観点からも、父母負担の軽減に

つながる、こうした給食費の値上げを抑えると

か、そして何よりも給食費の無償化そのものを

実現すべきだと思うところです。

ちなみに千葉県は、来年１月から、小中学校

や県立学校に通う第３子以降の児童生徒の給食

費の無償化を打ち出しました。また、政令市に

は県が４分の１、ほかの市町村には２分の１を

県が負担、県立の中学校や特別支援学校は、県

が全て負担をする。このような発表をなされ

て、大いに子育て支援、父母の負担を軽くして

いこうという方向性が示されました。

こうした県の努力も、全国的にも始まってお

ります。ぜひ宮崎でもこうした方向を早く検討

していくことが必要であると思いますので、ぜ

ひこのことも強く求めておきたいと思います。

３点目は、国保の子供の均等割の減免・廃止

についてです。

今年４月から、国保の未就学児の均等割が半

額に軽減されました。

現在、子供の均等割軽減について、自治体で

独自に対象を拡大している自治体があればお聞

かせいただきたいと思います。福祉保健部長、

お願いします。

国保税の均○福祉保健部長（重黒木 清君）

等割につきましては、令和４年４月から全国一

律の制度として、未就学児の国保税均等割額の

５割が軽減されているところであります。

今年８月の国の調査によりますと、県内で

は、高原町と新富町の２つの町が独自の軽減を

行っております。そのうち高原町では、未就学

児の法定軽減分以外の残り５割を独自に軽減し

ております。また、新富町では、未就学児の法

定軽減分以外と、小中学生に係る均等割の５割

を軽減しております。

今お伺いしたように、子供○前屋敷恵美議員

の均等割の軽減を拡大して、子育て支援を始め

た自治体も出てまいりました。私は、こうした

自治体に対して県も応分の支援をして、この均

等割の軽減をもっと安定的なものにする必要が

あると思いますが、福祉保健部長の見解を伺い

たいと思います。

全国一律の○福祉保健部長（重黒木 清君）

制度として、市町村が未就学児を対象に実施す

る国保税均等割の軽減措置につきましては、既

に今年度から県においても、軽減に要する費用

の４分の１を負担しているところであります。

一方、市町村が独自に対象年齢や軽減額の拡

大を行う場合には、一般会計からの繰入れによ

る財源確保について、受益と負担のバランスの
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観点からの検討が必要になります。

また、平成30年度の国保制度改革以降、県が

財政運営の責任主体とされ、国保財政の安定的

な運営が求められております。

県独自の市町村への支援につきましては、国

の地方財政措置の対象とされず、県はもとより

市町村の負担も伴うため、慎重な検討が必要と

考えております。

県の財政負担がかかってく○前屋敷恵美議員

るわけですから、慎重な対応が必要ということ

は十分理解できますが、やはり将来の社会を担

う子供たちをしっかり安心して育てていくため

には、十分な補償もしていく必要があると思い

ます。

この子供の均等割は、子供の多い世帯ほど負

担が増える、子育て支援に逆行する税金です。

子供の国保税均等割はなくすように、国に要望

することが必要だと思いますが、福祉保健部長

の見解を伺います。

子供の健や○福祉保健部長（重黒木 清君）

かな育ちの観点から、子育て世帯の負担軽減を

図ることは重要でありますので、今年４月から

開始された全国一律の軽減制度をより充実し、

さらなる負担軽減を図るよう、全国知事会を通

じ、国に要望しているところであります。

引き続き、国に対して、対象年齢の拡大等の

制度の充実を働きかけてまいりたいと考えてお

ります。

子育てしやすい環境を整え○前屋敷恵美議員

ること、これは行政の役割です。子育て世帯に

寄り添った親身で積極的な対応を行ってこそ、

私は「子育て立県」に値するのではないかと思

います。

私は今日、３点にわたって県の姿勢をただし

てまいりましたけれども、ぜひ子供たちに寄り

添う、子育てに寄り添う、そういう県の御努力

を強く求めておきたいと思います。よろしくお

願いします。

では次に参ります。台風第14号における被害

対策についてです。

今回の台風第14号は、県内各地に甚大な被害

をもたらしました。私も幾つか現地に入って、

その被害の大きさに本当に胸の痛む思いでし

た。一日も早い復旧、対策、被害に遭われた

方々の生活再建支援が求められます。

まず、災害救助法の適用について伺いたいと

思います。今回の台風第14号被害で、延岡市の

被害同様、都城市の下川東の浸水被害は甚大な

ものでした。延岡市は災害救助法も被災者生活

再建支援法も適用になりましたが、都城市は適

用にはなりませんでした。被災現地は内水氾濫

で、身の丈ほどの浸水で避難を余儀なくされ、

家財道具は全て使えない悲惨な事態となりまし

た。

救助法適用ならば65万5,000円以内の応急修理

代の支給に、支援法が適用ならば補修で50万円

の支援金が受け取れ、生活再建にも役立つもの

でした。しかし、国の制度である救助法適用条

件そのものにも、人口規模で滅失家屋を100以上

にするなどとする弊害もあったことは否めませ

ん。

しかし、災害救助法施行令第１条第１項第４

号に基づく適用になぜ至らなかったのか。４号

適用は、多数の者が生命または身体に危害を受

ける、または受けるおそれが生じており、継続

的に救助を必要とする場合に判断するもので

す。４号適用になぜ切り替えなかったのか、そ

の判断はどうだったのか、理由をお聞かせいた

だきたいと思います。危機管理統括監、お願い

します。
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議員の御指○危機管理統括監（横山直樹君）

摘にございました災害救助法施行令第１条第１

項第４号に基づく災害救助法の適用は、多数の

者が生命・身体への危害を受け、または受ける

おそれが生じており、避難して継続的に救助を

必要とする場合に可能とされておりますが、国

が運用上の取扱いとして示している適用判断の

要件といたしまして、被災市町村に災害対策本

部が設置されていることや、避難者数が今後増

加する見込みであることなどがあり、今回、こ

の要件を満たさなかったことから、適用を見

送ったところでございます。

今、御説明をいただきまし○前屋敷恵美議員

たけれども、緊急時での対応や判断には困難性

も確かにあるかとは思います。しかし、そこに

は、やはり適切かつ的確な判断が求められるも

のだと思います。

今回、この経験を教訓として、今後どのよう

に生かしていくのか伺いたいと思います。危機

管理統括監、お願いします。

今回の台風○危機管理統括監（横山直樹君）

第14号では、災害救助法第２条第２項が、災害

が発生するおそれのある段階で適用とされた初

めての事例となりました。その判断を行うまで

の過程におきまして、市町村との連携の重要性

を改めて認識したところでございます。

このため、近く災害対策本部の設置や廃止の

考え方、住家被害の早期報告の必要性などにつ

いて、市町村と意見交換を行うことにしており

まして、今後のより適切な適用判断につなげて

まいります。

ぜひ今後に生かしていただ○前屋敷恵美議員

きたいと思います。今後の対応として、特別警

報が発せられたら、ちゅうちょなく４号適用を

行うことが必要だとも思います。救助を必要と

する人への支援を重視することが大事でありま

す。

そこで、被災者生活再建支援法の適用となら

なかった市町村に居住する世帯の住家被害に対

する県の支援について、福祉保健部長にお伺い

したいと思います。

自然災害に○福祉保健部長（重黒木 清君）

よる住家被害につきましては、災害救助法とは

別に被災者生活再建支援法があり、本年９月の

台風第14号につきましては、現在、延岡市に適

用されているところであります。

これにより、延岡市内の中規模半壊以上の被

害を受けられた世帯に対しましては、国と都道

府県の拠出により造成された基金から、被害の

程度や再建の方法に応じ、最大300万円の支援金

が支給されます。

御質問のありました、被災者生活再建支援法

が適用とならない市町村の被災世帯につきまし

ては、県と市町村で設置しております宮崎県・

市町村災害時安心基金から、法に基づく支援と

同じ条件で、同等の支援金を市町村を経由して

支給することとなっております。

しっかり支援を行って、被○前屋敷恵美議員

害に遭われた方々の生活再建に寄り添っていた

だきたいと思います。

あわせて、下川東の浸水・内水対策で、一昨

日、国交省による対策会議が開かれました。都

城市や宮崎県からも出席されたようですけれど

も、今後、原因の究明や排水機場の課題などを

検討されるのではないかと思っています。ぜひ

県も積極的に今後の安全対策に関わっていただ

きたい、このことを申し上げておきたいと思い

ます。ぜひ、今回の被災の状況、台風の対応に

ついて、今後に大いに生かしていただきたいと

思います。
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では続いて、インボイス制度について伺いま

す。

来年10月からインボイス制度（適格請求書等

保存方式）の導入が図られることになっており

ます。

そもそも、なぜ国は制度導入を必要としてい

るのか、その理由、制度の認識について総務部

長、お聞かせいただきたいと思います。

インボイス制度に○総務部長（渡辺善敬君）

つきましては、令和元年10月１日から、消費税

が標準税率10％と軽減税率８％の複数税率に

なったことで、令和５年10月から導入されるも

のであります。

複数税率の下で消費税の適正な課税が行われ

るためには、売手と買手で税率の認識が一致し

ていることが必要とされていますが、現行制度

では、売手側に請求書等の交付義務やその写し

の保存義務もなく、買手側が適正に申告してい

るかどうか確認が困難な状況にあります。

こうしたことから、インボイス制度は、取引

内容の正確な把握と、申告のミスや不正を防ぐ

ために必要なものであると認識しております。

政府も、複数税率の下で適○前屋敷恵美議員

正な課税を行うために必要と言うわけですけれ

ども、2019年から消費税が10％に引き上げら

れ、８％と10％、２つの複数税率が導入されて

３年がたちます。納税事務に混乱が起きたなど

聞いたことはありません。インボイス制度を導

入しなくても、現行の売上額と仕入額から納税

額を計算する「帳簿方式」で十分やっていける

のではないかと思います。

インボイス制度が導入されると、消費税の免

税事業者への影響が大きいと言われています

が、県としてはどのように見ておられるのか、

地域経済にも影響を及ぼすと考えられますが、

どう認識しているのか、商工観光労働部長に伺

いたいと思います。よろしくお願いします。

インボイ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ス制度の開始に伴い、中小零細事業者やフリー

ランス、シルバー人材センター会員などの免税

事業者は、仕入税額控除に必要な「適格請求

書」を発行できる課税事業者となるか、免税事

業者のままでいるかを選択することとなりま

す。

この点について、県内の商工団体からは、免

税事業者が課税事業者になることを選択した場

合、新たに納税や経理事務の負担などが発生す

ることとなり、一方、引き続き免税事業者であ

ることを選択した場合には、買手側である課税

事業者が仕入税額控除を受けられないために、

取引を打ち切られる可能性もあるのではないか

との意見を伺っております。

このような制度導入の影響を受ける事業者に

つきましては、国において負担軽減策の検討が

行われているところでありますので、県といた

しましては、商工団体とも十分連携しながら、

国の動向も含め、制度の周知や広報などに努め

てまいります。

いろいろ伺ってまいりまし○前屋敷恵美議員

た。今、商工観光労働部長も、様々な影響が及

ぶであろうということをお話しになりました。

このインボイス制度が導入されると、商品を

販売したりサービスを提供したりして消費税を

受け取るたびに、インボイスを発行して相手に

渡すことになります。

しかし、インボイスを発行するためには、国

税庁に申請して登録事業者になることが必要で

す。

ところが、消費税法では、登録事業者は免税

の特例を受けられないということが定められて
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おります。年間売上げが1,000万円以下であれ

ば、現在は免税ですが、登録してしまうと、売

上げがたとえ50万円とか100万円しかなくても消

費税を納税しなければならなくなります。

インボイスの導入で、事務的な負担が増すだ

けでなく、金銭的にも大きな負担が生じること

になります。しかし、登録事業者にならなけれ

ば、仕事や取引から外されたり、値下げが要求

されたりと、小規模事業者にとってはまさに死

活問題、廃業の危機にさらされることにもなり

かねません。

実際に影響を受ける可能性のある業種は、先

ほど部長もおっしゃいましたけれども、小売店

や飲食店、理美容やクリーニング店などのサー

ビス業、大工の一人親方、個人タクシー、貨物

運送業、農家、フリーランスで働くインストラ

クター、ダンス・スポーツジム・ピアノ教室な

どの講師、文化・芸術家などなど、シルバー人

材センターの会員も含めると、約1,000万人は超

えるだろうと推定されております。

まさに国民生活そのものの危機と、地域経済

にも影響を及ぼすことは疑いないと思います。

なぜ政府は今、導入しようとするのか。私は、

最大の理由はさらなる消費増税のためだと思い

ます。

政府は今、軍事費の倍加を言い始めました。

その財源も含めて消費税の増税で賄うとすれ

ば、税率は大幅に引き上げられ、食料品以外に

も幾つかの軽減税率の必要性が出てまいりま

す。そうなると、帳簿方式では対応できなくな

り、インボイスの導入は不可欠だと考えること

に至ったのだと思います。

国民に、県民に不利益をもたらすインボイス

制度の導入について、中止を求めるべきと考え

ますが、知事の御見解をお聞かせください。

インボイス制度は、複○知事（河野俊嗣君）

数税率の下で適正な課税が行われるために導入

されるものでありますが、一方で、制度の円滑

な導入に向けては、中小事業者に与える影響等

を踏まえながら、引き続き、ＩＴ導入補助金な

ど必要な支援が行われるべきであると考えてお

ります。

なお、報道によりますと、国においては、小

規模事業者への軽減措置や、シルバー人材セン

ターの運営が困難にならないよう契約形態の見

直しなども検討されているということでありま

す。

県としましては、このような国での議論も含

め、国や関係団体と連携しながら、今後とも周

知・広報などに努めてまいります。

今まさに、政府が行おうと○前屋敷恵美議員

している激変緩和策でありますけれども、それ

は時限的なもので、何年かすればなくなってし

まうわけですから、国民への負担、行政の負担

は本当に計り知れないと思います。

今、インボイス制度への不安が広がり、反対

世論も高まっています。既に全国では500に近い

自治体で、また北海道、愛知、兵庫、福岡、熊

本など12の道県で実施中止や延期を求める意見

書が採択されております。

また、登録にはマイナンバーの記載が必須と

され、プライバシーも侵害されるとして反対声

明も出されております。

暮らしや営業を脅かし、文化・芸術分野の活

動も生業も潰していくインボイス制度は、実施

を中止する以外にありません。このことを私は

強く求めておきたいと思います。

では続いて、会計年度任用職員制度の在り方

と処遇改善について伺います。

まず、令和４年４月１日時点での知事部局の
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会計年度任用職員の数、あわせて、知事部局の

職員数に占める会計年度任用職員の割合を伺い

たいと思います。総務部長、お願いします。

知事部局における○総務部長（渡辺善敬君）

会計年度任用職員数は、令和４年４月１日現在

で1,305人となっております。

また、知事部局の職員数と会計年度任用職員

数の合計に占める会計年度任用職員数の割合

は、令和４年４月１日現在で26.6％となってお

ります。

ではあわせて、会計年度任○前屋敷恵美議員

用職員制度の概要をお聞かせください。

会計年度任用職員○総務部長（渡辺善敬君）

の任用においては、原則として毎年度、公募を

行うこととされておりますが、例外として、公

募を経ずに同一の職務内容の職への再度の任用

も連続２回までできることとしております。な

お、公募を経て客観的な能力実証が行われるの

であれば、任用回数に制限はありません。

勤務時間につきましては、職務の内容や業務

量を考慮して設定しており、知事部局において

は、一部を除き、パートタイムでの任用となっ

ております。

また、給料・報酬の水準は、従事する職務の

内容に応じて、一般の職員の給料表を基礎とし

ており、一定の条件を満たす場合には、期末手

当も支給されるといった制度になっておりま

す。

地方公務員法と地方自治法○前屋敷恵美議員

の改定によって創設されたのが、会計年度任用

職員制度です。宮崎県も2020年４月から導入さ

れました。それまでの非正規職員の方のほとん

どが、この会計年度任用職員になられたと思い

ます。

今や自治体にとってなくてはならない非正規

職員、会計年度任用職員として、正規の職員の

皆さんと一緒になって仕事を担うことで、職場

は回っていると思います。だからこそ、もっと

処遇改善が必要だと思っています。

そもそも会計年度任用職員制度は、正規職員

を原則とする地方公務員法に、１年任用の会計

年度任用職員として、新たな非正規職員を制度

化するもので、この非常勤の職を「人員の調整

弁」として利用することがあってはならないと

私は思います。

本来、住民の生活を支える自治体の業務は、

正規の常勤職員によって自治体が直接執行すべ

きものです。基本的に正規職員を増やして、会

計年度任用職員に頼らない体制を取るべきだと

思いますが、総務部長の見解を求めたいと思い

ます。

多様化する県民○総務部長（渡辺善敬君）

ニーズに対応するためには、組織として最適と

考える任用、勤務形態による職員構成を実現す

ることにより、効果的、効率的な行政サービス

を行っていくことが重要であります。

このため一般の職員につきましては、業務の

必要性、効率性等を総合的に判断の上、必要な

人員を配置し、適切な定員管理に努めておりま

す。

また、会計年度任用の職につきましても、毎

年度、業務内容や業務量を考慮し、設置の必要

性を吟味しております。

引き続き、それぞれの職場の実態を踏まえな

がら、適正な業務執行体制の確保に努めてまい

ります。

私は、今申し上げましたけ○前屋敷恵美議員

れども、正規の職員の肩代わりをさせるような

任用制度であってはならないということは、強

く申し上げておきたいと思います。そして、処
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遇改善についてですが、１つは、今部長がお答

えになりましたけれども、それまで支給されな

かった一時金が支給されるようになった。私

は、それは改善面だと思います。

しかし、期末手当だけの支給で、勤勉手当が

ありません。しかし、法改定当時になかった国

の非常勤の勤勉手当が、現在では支給されてお

ります。ですから、自治体の会計年度任用職員

にも当然支給すべきものだと私は思います。

２つには、公募なしでの更新についてです。

制度前までは、何年もの間、非正規職員を任

用してきたのに、公募なしでの更新は２回まで

としていることの不合理性です。

総務省は、会計年度任用職員制度導入に際し

ても、公務の運営においては、任期の定めのな

い常勤職員を中心とするという原則を前提とす

べきだと、このように言っております。公募な

しの更新は、自治体の判断で本人の希望を最大

限に受け入れるべきだと思います。これらをぜ

ひ検討していただきたいと思います。

この件は、これからも引き続き求めていきた

いと思います。総務部長、御見解があればお聞

かせください。

御指摘をしっかり○総務部長（渡辺善敬君）

受け止めまして、国や社会経済情勢の変化に対

応して、しっかり検討していきたいと思いま

す。

ありがとうございます。○前屋敷恵美議員

今、国民・県民を総じて、この物価高騰の中で

大変厳しい生活を余儀なくされております。し

かし、それを棚に上げて、政府はもっと軍事費

を増やして、県民の生活はより一層厳しいもの

になろうとしております。

こういう国の政治を踏まえて、県民の暮ら

し、平和と安全をしっかり守っていくのが地方

自治体の大きな役割であることをしっかり知事

も認識していただいて、県民の暮らしと平和と

安全を守るために御尽力いただきたいと思いま

す。

以上で質問の全てを終わります。ありがとう

ございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時40分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、右松隆央議員。

〔登壇〕（拍手） 定期購読を○右松隆央議員

する月刊「致知」に、目を引く一説がありまし

た。

ゾウから鼻を取ったら、ゾウでなくなる。

キリンから首を取ったら、キリンでなくな

る。では、人間から何を取ったら、人間でな

くなるのか・・・。

それは・・「心」・・であります。

こころを持って生まれてきた

これほど尊いものがあろうか

そして、この心を悪く使う

これほど、相すまぬことがあろうか

人間は生まれながらに、心を備えている。

こんなに尊いことはない。まさにその通りで

ある。心がなければ、宇宙も、世界も、存在

しない。嬉しい、楽しい、幸せ、だといっ

た、感情は一切なくなる。人間は、こんなに

素晴らしいものを天から与えられているので

ある。ところが、この心を、悪く使うことが

ある。こんなに、相すまぬことが、あろう
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か。

一番、大事なことは、

この、こころに、

花を咲かせること

小さい花でもいい

自分の花を咲かせて

仏さまの前に持ってゆくことだ

今年８月に、類いまれな経営者として天寿を

全うされた稲盛和夫氏は、「私は、“善きこと

を思い、善きことをするときには、天地が味方

する”ということを、人生のバイブルとして、

これまで歩んできた」と述べておられます。そ

の稲盛氏のお話で最も有名なのが「心の経営」

であります。

その中で、人生・仕事の成功の方程式は、

「能力×熱意×考え方」だと提唱されておりま

す。

熱意と能力はプラスの方向だけに左右します

が、考え方はプラスとマイナス、どちらの方向

性もあり、考え方がマイナスだと結果は全てマ

イナスとなることから、考え方が最も重要であ

ると説いておられます。能力も熱意もある人

が、妬みや嫉妬、怒りなどマイナスの考え方で

動くと、大きな悪害を及ぼすことになります。

すなわち心、心の在り方が最も大事だというこ

とであります。

そこで知事に、本県の県政運営を株式会社宮

崎県と見立てて、そのトップである社長とし

て、「心の経営」という観点から、県職員に、

県勢発展にはどういう考え方や姿勢が必要であ

ると説いていかれるのか、お伺いいたします。

あとは質問者席にて質問を行わせていただき

ます。（拍手）〔降壇〕。

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

御質問の「心の経営」という観点につきまし

ては、一代で京セラを世界的な電子部品メー

カーに育て上げられたほか、日本航空の再建に

も手腕を発揮された稲盛和夫氏の経営哲学に基

づくものと理解しております。

稲盛氏は、心という概念を経営の中心に据

え、人間として何が正しいかを判断基準とし、

倫理観や道徳観、社会的規範に基づく公明正大

な経営、業務運営を行うことの重要性を説いた

経営哲学が、京セラフィロソフィとして広く知

られております。

また、その哲学を日々の経営に反映させるた

め、アメーバ経営という経営管理手法を提唱さ

れております。その中では、組織を構成する部

署ごとに、現場の社員一人一人が主役となって

自主的に経営に参加する、全員参加経営を実現

することが重要とされております。

稲盛氏のこの経営哲学の中では、職員が日々

業務に取り組む際の指針として、現場主義に徹

することや率先垂範する姿勢、お客様第一主

義、チャレンジ精神などが掲げられており、こ

れらは私が基本姿勢とします「現場主義」や

「対話と協働」、さらには県の人材育成方針に

も相通ずるものがある大変重要なメッセージ、

また提唱であろうと考えております。

本格的な少子高齢・人口減少社会の到来やデ

ジタル化の進展などにより、本県を取り巻く環

境は大きく変化するとともに、新型コロナ等で

不安感や閉塞感が漂うこのような時代だからこ

そ、全ての職員の総力を結集し、県民の心に寄

り添った行政経営・運営に取り組むことで、県

民の福祉の向上や県勢の発展に結びつけてまい

ります。以上であります。〔降壇〕

知事の復唱になってしまいま○右松隆央議員

すが、心をベースに経営すると業績がよくなる
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根拠として、稲盛氏は７つ挙げられておりま

す。

１つは、幸福観や仕事観、人生観や企業観と

いった価値観を共有する「経営理念」があるか

ら。２つ目に、リーダーの人格が企業に魂を入

れる「リーダーシップ」があるから。３つ目

に、全員で課題を共有し、知恵を出し成果を喜

ぶ「全員参加」であるから。４つ目に、従業員

の能力を最大に引き出す「目標管理」があるか

ら。５つ目に、経営を見える化し、人間の弱い

心を補完する「会計管理」があるから。６つ目

に、考え方を共有し、伝え続ける「フィロソ

フィ教育」があるから。そして最後に、仕事場

が実践的要素の場を提供する「アメーバ経営」

であるからと理論づけております。そして、強

烈な思いがあれば、夢を実現する機会は無限に

あると、社員に説かれております。

ぜひ、４期目の信任を得ていただきまして、

心の経営を根幹に置いた県政運営をお願い申し

上げます。

続いて、本県の財政運営について伺ってまい

ります。

国において、８月に総務省がまとめた来年度

予算の概算要求は、一般会計で、今年度比6.7％

増の17兆5,675億円、自治体に配る地方交付税

は、特別会計からの繰入れを含めて、同0.8％増

の18兆1,931億円となり、三位一体改革以降の20

年間で最高水準となっております。

自治体が比較的自由に使える一般財源総額

は、同1.3％、8,000億円増の64兆7,000億円を見

込んでおります。なお、地方税収は、コロナ禍

でも堅調な企業業績を背景に、1.2兆円増の45兆

円と試算されているところであります。

現在、財務省による査定が行われており、各

省庁の要求が積み上げられた予算案が、来月、

閣議決定され、国会での審議が年度末にかけて

行われることとなります。

そこで、地方交付税の配分でありますが、所

管する総務省の概算要求の概要において、来年

度も引き続き、地方財政は2.4兆円という巨額の

財政不足が生じ、平成８年度以降28年連続し

て、地方交付税法第６条の３第２項の規定に該

当することが見込まれることから、同項に基づ

く交付税率の引上げについて事項要求すると明

記されているところであります。

地方交付税は、所得税、法人税、酒税、消費

税の一定割合、及び平成26年に新設された地方

法人税の全額とされており、その制度の性格と

して、地方公共団体間の財源の不均衡を調整

し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービ

スを提供できるよう財源を保証するためのもの

で、言わば国が地方に代わって徴収する、地方

固有の財源であると法律で位置づけられており

ます。

したがって、義務的経費においては、国は必

要な財源措置を講じなければならないのであっ

て、財源不足が常態化している地方財政におい

て、地方交付税の法定率を引き上げることに

よって、地方が安定的に一般財源総額を確保す

る抜本的な対策は、極めて真っ当な国への要求

になるわけであります。

そこで知事に、全国知事会の地方税財政常任

委員長として、来年度の一般財源総額確保のた

めに、地方交付税率の引上げについて、国に対

しどのような要望をされているのか、具体的に

お伺いいたします。

地方団体が、住民に身○知事（河野俊嗣君）

近な行政サービスを安定的に供給しつつ、デジ

タル化や脱炭素化の推進などの重要課題に対応

するためには、地方交付税を含む一般財源総額
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の安定的な確保・充実が必要であります。

しかしながら、御指摘のとおり、地方交付税

については、巨額の財源不足が継続的に生じて

きておりますことから、総務省の令和５年度概

算要求においても、交付税率の引上げが事項要

求されております。

地方としましても、地方交付税の本来の役割

が適切に発揮されるよう、臨時財政対策債の廃

止や交付税率の引上げなどの抜本的改革によ

り、財源の安定的な確保を図ることが必要不可

欠と考えております。地方税財政常任委員長と

して、全国知事会の提言にその旨を明記し、総

務省や財務省をはじめ、政府・与党に継続して

訴えているところであります。

今後とも、全国の知事を代表しまして、交付

税率の引上げによる地方交付税総額の安定的な

確保に向けて、地方の声を粘り強く国に届けて

まいります。

同じく本県の財政運営につい○右松隆央議員

て、域内経済の活性化や企業業績とも連動する

法人住民税の推移と、増収に向けた取組につい

て伺ってまいります。

この法人住民税のうち法人税割の税率は、都

市と地方の税収格差を解消するため、先ほど申

し上げた、平成26年に地方法人税が新設された

ことによって段階的に引き下げ、引下げ相当分

を地方交付税の原資にする措置が取られており

ます。そういった中で、これは市町村でありま

すが、この10年で、税率の引下げにもかかわら

ず税収を増やした市町村が、全国の３割に当た

る575に上っております。

そこで総務部長に、法人住民税のうち税率の

変わらない均等割における、県と市町村のこ

の10年間の推移と、黒字法人だけが利益に応じ

て納付していただく法人税割の、市町村の税収

状況をお伺いいたします。

議員御指摘のとお○総務部長（渡辺善敬君）

り、企業からの税収の増加を図るという視点

は、地域経済の活性化や県政の安定的な財政運

営にとって重要であると考えております。

まず、法人県民税につきましては、法人の所

得にかかわらず資本金の額に応じて課税される

均等割は、直近10年間で、11億7,118万2,000円

から12億3,690万6,000円と、約5.6％増加してお

ります。

次に、法人市町村民税の均等割は、県内市町

村の合計で、令和３年度の速報値で29億5,597

万9,000円と、10年間で約7.5％増加しておりま

す。

また、国税である法人税を基準として、企業

の所得に応じて課税される法人税割につきまし

ては、10年間のうちに6.3％の税率の引下げが

あった中でも、令和３年度の速報値では、10年

前と比較して14市町村で増加しております。

なお、令和２年度時点で増加となるのは７市

町村でありましたので、令和２年度から３年度

にかけては、新型コロナからの回復傾向も見ら

れると考えております。

引き続き、法人住民税を伸長○右松隆央議員

させた全国での市町村の例を見ると、従来型の

団地整備だけでなく、広大な農地や自然など、

地方の弱みと言われていた要素を逆に生かした

柔軟な発想と戦略で企業を呼び込み、域内経済

を活性化させた例が、枚挙にいとまがないほど

出てきております。

全国トップの4.9倍に増収させた熊本県合志市

は、既に40年前から熊本テクノポリス建設基本

構想によって、県主導で半導体関連の集積を進

めてきた成果が出てきており、今回、台湾のＴ

ＳＭＣが進出することになった、隣接する菊陽
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町と、さらなる相乗効果を生み出す例は別格と

して、例えば食品製造業で図抜けた北海道で

は、ニセコ町が食品製造企業の増加や観光業

で3.2倍に増収させたり、同じく北海道で過疎指

定を受けた更別村では、農地を実験場として使

える実証フィールドの拠点として、ＩＴ企業の

集積によって、税収を2.8倍に引き上げておりま

す。

そこで総合政策部長に、税収増につながる域

内経済の活性化を本県はどう進めていくのか、

法人住民税の増収につながると手応えを感じて

いる県内の事例と、今後の具体的な戦略につい

てお伺いいたします。

地域経済の活○総合政策部長（松浦直康君）

性化には、地域の強みを生かしながら企業や産

業の成長を図ることが重要でありまして、豊富

な農林水産物を核としたフードビジネスの振興

や、地域経済を牽引する成長企業の育成、企業

立地の推進等に取り組んでいるところでありま

す。

議員御紹介のような取組の事例といたしまし

ては、まず、企業立地の事例といたしまして、

航空機部品メーカーである日機装の進出により

まして、約230億円の設備投資や、約700人の雇

用創出という直接的な経済波及効果がありまし

たほか、関連企業の立地や県内企業との取引も

進んでおりまして、今後はさらに新分野への展

開なども期待されるところであります。

また、フードビジネスの事例では、以前お答

えいたしましたが、宮崎市高岡町のお茶農家を

中心とした有機栽培と、県外商社との連携によ

るＥＵ等への輸出の取組が、現在では近隣市町

の農業法人等も加わりまして、90ヘクタールを

超える輸出向け生産グループに拡大しておりま

す。

今後も、このような波及効果の高い取組を各

地域において後押しするとともに、デジタル化

やゼロカーボンなどへの対応、さらに新たな成

長の芽となるスタートアップの支援等を積極的

に進めることによりまして、企業や産業の育成

・集積につなげてまいります。

域内経済の活性化も税収増に○右松隆央議員

つながる取組も、長年の地道な努力が実を結ん

でいる自治体がほとんどであります。

引き続き、地域の特色と強みを生かした産業

育成に力を尽くしていただきますよう、よろし

くお願いいたします。

次に、本県の経済政策について伺ってまいり

ます。

今回、私が取り上げる施策は、来年度の県施

策の構築に当たっての視点にもある、スタート

アップ事業とＤＸ事業であります。

スタートアップ事業で参考になるのは、やは

り福岡市の取組であります。今から10年も前に

スタートアップ、すなわち会社を興す、起業・

都市宣言を行い、国家戦略特区を活用し、医療

や農業などで革新的な事業をする、設立５年未

満の法人を対象に税制を優遇するなど、市独自

の制度も創設しております。

相談窓口であるスタートアップカフェの支援

を受けて会社を興した件数は、この８年で681件

に上っております。相談件数は、年間3,000件を

超えるとのことであります。スタートアップ都

市宣言の目的は、雇用を創出しながら、地域の

課題も解決するサービスを誕生させて市民生活

の向上を図ることがその狙いともなっておりま

す。

また、国もスタートアップ支援に本腰を入

れ、岸田総理の看板政策である、新しい資本主

義の柱として、本年をスタートアップ創出元年
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と位置づけ、新興企業数を５年で10倍に増やす

目標を掲げたところであります。

そこで商工観光労働部長に、本県経済の浮揚

のために、新たな成長活力の創出につながるス

タートアップ事業に具体的にどのように取り組

み、そしてどのような成果を出していくのか、

お伺いいたします。

先進的な○商工観光労働部長（横山浩文君）

技術やアイデアを強みに、新しいビジネスの急

成長を目指すスタートアップにつきましては、

経済活性化の原動力となるイノベーションを生

み出すとともに、環境問題など社会課題の解決

にも貢献し得るものとして、これからの社会経

済において大変重要な役割が期待されているも

のと認識しております。

国も新しい資本主義の実現に向けた重点投資

分野の一つに位置づけている中で、本県におき

ましても、地域特性を踏まえたスタートアップ

創出・支援のための施策を検討しているところ

であり、例えば、起業家の育成や機運醸成、民

間投資による資金調達の支援などが考えられる

ところでございます。

今後、産学金官の関係機関とも連携を図り、

国の支援策も積極的に活用しながら、スタート

アップの急成長を後押しすることで、本県の産

業振興の中核を担う先進的な企業の創出につな

げてまいりたいと考えております。

本県の新しい取組に期待しま○右松隆央議員

すとともに、地道なスタートアップ企業の育成

をよろしくお願いいたします。

同じく、国の重点投資の下、官民連携で推進

していくことになるＤＸ（デジタルトランス

フォーメーション）についてであります。

様々な自治体がＤＸ推進に向けて取組を強化

していく事例の中で、例えば東京都では、財団

法人を設立し、民間の高度な専門人材を雇い、

区市町村に技術面で助言し、申請サービスの電

子化を加速させる事業であったり、隣県の大分

県では、ＤＸに本気で取り組む意欲のある県内

企業をＤＸ宣言企業とし、コンサルや必要な技

術を提供できる事業所をＤＸ推進パートナーズ

としてそれぞれ募り、両者のマッチングを県が

図る事業なども始まっております。

そこで、本県におけるＤＸの取組について、

地域の課題を解決し、事業者や市民生活の向上

を図るという観点から、とりわけ自治体ＤＸが

どこまで進んでいるのか、そして今後どのよう

に取り組んでいくのか、総合政策部長にお伺い

いたします。

国は、住民や○総合政策部長（松浦直康君）

事業者の利便性向上と行政の業務効率化の両立

を図るため、自治体ＤＸ推進計画を示しており

まして、市町村に対しましては、子育てや介護

などの行政手続オンライン化などを、そして県

にはその支援を求めております。

官民連携による地域課題の解決を進めるため

にも、自治体のデジタル化が期待されておりま

すけれども、専門人材や推進体制を十分に確保

できず、本計画への対応に苦慮されている市町

村が多いと認識しております。

このため、県では今年度、自治体ＤＸサポー

ト事業におきまして、システムやネットワー

ク、セキュリティーなどの専門人材をアドバイ

ザーとして県内外から６名確保し、システム導

入に関する研修会の開催や、進捗状況に応じた

個別具体的な助言指導を行っておりまして、来

年３月までに、全ての市町村で国が求める27の

業務のオンライン化が整うような作業を進めて

おります。

今後とも、自治体ＤＸの着実な推進のため、
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デジタル庁職員を招いた研修会の開催や、先行

する自治体の優良事例の共有なども含めて、引

き続き、市町村の実情に応じた伴走支援に取り

組んでまいります。

自治体ＤＸは順調に進んでい○右松隆央議員

るようであります。引き続き、官民連携でのＤ

Ｘの推進に積極的に取り組んでいただきますよ

う、よろしくお願いいたします。

本県の経済政策において、ウォーカブル推進

都市による域内消費の拡大について考えてまい

ります。

今、全国の自治体が、「歩きたくなるまちづ

くり」に注力し始めております。推進都市は今

年の６月の時点で328都市と、全自治体の２割を

占めるまでになっており、全国最多の大分県で

は９割もの自治体が取り組むほどであります。

この、まちなかウォーカブル推進事業は、国

土交通省が令和元年７月に始めており、街路や

公園、広場の利活用といった計画・構想を認定

し、事業費の半額を国費で補助するものであ

り、車中心から人中心の空間に「まち」を転換

させることで、域内消費や健康寿命の延伸な

ど、地域課題の解決につなげていく取組であり

ます。

さきの大分県は、平成29年に、県庁所在地の

大分市も含めた全市町村が人口減に転じたこと

もあり、中心市街地衰退への危機感を強く抱

き、再生の起爆剤として、豊後大野市や津久見

市が施策を積極的に活用し、モデルケースと

なっているものであります。

市町村が都市再生整備計画を策定し、居心地

がよく歩きたくなる町なかの創出を官民一体と

なって取り組むことは、まちに活力を生み出す

ことはもとより、世界のまちづくりの潮流に乗

り、持続可能かつ高い国際競争力の実現にもつ

ながるものと認識しております。

そこで県土整備部長に、街路空間の再構築、

利活用の先進的な取組が見られるようになった

近年、町なかの歩行者の増加を狙う、まちなか

ウォーカブル推進事業をどのように進めていく

のか、そして人口減対策や域内消費の拡大への

効果をどう考えているのか、お伺いいたしま

す。

まちなかウォー○県土整備部長（西田員敏君）

カブル推進事業は、居心地がよく歩きたくなる

町なかを目指し、県や市町村、民間事業者等が

実施する道路や広場等の整備に対して、国が国

費率のかさ上げや支援対象の拡充などにより、

重点的な支援を行うものであります。

現在、県内では高千穂町と綾町で、県と町が

連携し、事業を実施中です。

具体的には、高千穂町の天岩戸神社周辺で

は、神話伝承の地にふさわしい歩道橋などの整

備を進めており、綾町の役場周辺では、電線地

中化と質の高い歩道空間の整備により、中心市

街地の魅力向上に取り組んでおります。

このほか、宮崎市の高千穂通り周辺では、国

や県、市などが連携し、本事業の活用も視野

に、人々が集い、にぎわいが感じられる町なか

を目指し、社会実験を進めているところであり

ます。

県としましては、本事業には、交流人口の増

加や域内消費の拡大などの効果に加え、住み続

けたくなる魅力ある町なかとなることで、人口

減少下でも持続可能なまちづくりが期待できる

ことから、今後も市町村と連携し、しっかりと

取り組んでまいります。

コロナ禍で、ウォーカブル推○右松隆央議員

進都市を一層増やした都道府県が多く出てきて

おりますので、引き続き積極的な取組をよろし
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くお願いいたします。

本県の経済政策における最後に、移住支援策

について伺います。

近年、公営住宅を活用した移住支援が、全国

の自治体で広がってきております。低所得者世

帯の入居が原則の公営住宅でありますが、老朽

化に伴う空き住戸の増加や入居者の高齢化も

あって、入居条件を緩和して、お試し移住や若

者世代を受け入れて地域活性化を図るなど、公

営住宅を有効活用する例が増えてきておりま

す。

本来の対象者の入居を妨げなければ、入居条

件にかかわらず、国の承認を得て、空き住戸を

使用できる制度に目をつけて、それぞれの自治

体で独自の取組を展開しているところでありま

す。

岩手県では、移住・定住を望む人に県営住宅

を月額１万円で入居者の募集をかけたところ、

最初の５月では15戸が半月で埋まり、第２弾の

募集も実施しております。なお、入居要件とし

て、県の公式交流サイト、ＳＮＳなどで県内の

生活や魅力を発信すること、申請時に世帯主

が18歳から59歳までであり、３か月以上、居住

できることなどが要件となっており、原則とし

て先着順で入居者を決めることとなっておりま

す。

そこで、公営住宅の空き住戸の有効活用策と

して、入居要件を緩和して本県独自の要件を設

けることで、移住希望者や若者の単身者などを

受け入れる取組を検討できないか、県土整備部

長にお伺いいたします。

県営住宅の空○県土整備部長（西田員敏君）

き住戸の割合につきましては、令和４年３月末

時点で、建て替えなどのために入居募集を止め

ている住戸を除いて約18％となっており、その

解消は重要な課題と認識しております。

県営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対

して低廉な家賃で賃貸するものでありますが、

これまでに、障がい者支援を行うグループホー

ムや、配偶者からの暴力被害者、東日本大震災

や、今回の台風第14号による被災者の支援など

を目的に、使用を認める運用をしてきたところ

であります。

御指摘のとおり、国の承認を得ることにより

入居要件を緩和し、地域の実情に応じて弾力的

に空き住戸を活用できる制度があり、この制度

を活用することで、外国人技能実習生の受入れ

や、移住の促進、団地自治会活動の活性化など

につながることが期待されますことから、本県

におきましても、関係部局と連携し、ＵＩＪ

ターンを含む若者の受入れなど、幅広く空き住

戸の活用を検討してまいります。

ぜひ、空き住戸の有効活用を○右松隆央議員

よろしくお願いいたします。

次に、医療・福祉政策について伺ってまいり

ます。

まずはコロナ対策であります。

新規陽性者の全数届出の見直しが、９月26日

に全国一律でスタートいたしました。発生届の

対象を、高齢者など重症化リスクの高い患者に

限定することで、医療機関の事務負担を軽減さ

せることが大事であるとの狙いは、十分理解で

きるものであります。

一方で、届出の対象外となる低リスク患者の

体調急変時の対応も、また大事になってまいり

ます。健康のフォローアップ体制をしっかり整

え、体調異変に的確に対応していくことが極め

て重要であります。

そこで福祉保健部長に、コロナ新規陽性者の

全数届出の見直しが、全国一律でスタートし
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て、はや２か月になるわけでありますが、この

間、保健所や医療機関における事務負担の軽減

など、現場の声をどのように受け止めているの

かお伺いいたします。

全国一律で○福祉保健部長（重黒木 清君）

全数届出の見直しが導入されたことにより、医

師が発生届を提出しなければならない対象者

は、65歳以上の方、入院を要する方、重症化リ

スクがあり新型コロナの治療薬の投与または酸

素投与が必要な方、妊娠している方の４類型に

限定されました。

全数届出見直し導入後、本県における届出対

象者は約4,000人で、県が発表した新規感染者約

２万人の２割程度となっております。

届出対象者については、従来どおり医療機関

で発生届を作成し、保健所等で健康観察等を

行っておりますが、保健所においては、それま

で全ての感染者に行っていた疫学調査の業務負

担が大幅に軽減し、届出のあった重症化リスク

の高い方の疫学調査や入院調整など、ハイリス

ク者への重点的な支援につながっているところ

であります。

また、医療機関におきましては、新規感染者

の報告内容が年代別の人数のみに見直され、発

生届の入力対象は約２割となったことから、事

務負担が相当数軽減されたとの御意見をいただ

いております。

引き続き、届出の対象外とな○右松隆央議員

る低リスク患者の体調急変時の対応が的確に行

われているのか、現場の実例も含めてお伺いい

たします。

県では、届○福祉保健部長（重黒木 清君）

出対象外の方等の健康管理を適切に実施するた

め、看護師等が常駐するフォローアップセン

ターを設置しているところであります。

新規感染者の約８割を占める届出対象外の方

につきましては、このフォローアップセンター

において、24時間体制で体調悪化や療養中の相

談に対応しております。

全数届出の見直しが導入された９月26日か

ら11月25日までの２か月間にフォローアップセ

ンターに相談があった件数は、延べ1,667件で、

そのうち体調悪化や症状に関する相談は、延

べ665件、約４割となっており、療養や受診に関

する助言を行っております。

また、全数届出見直し後は、保健所において

は届出対象外の方を把握しないこととされたた

め、緊急性を要する場合に備えて、各保健所と

消防局や消防本部において、あらかじめ救急搬

送に関する協議を行ってきたところであり、実

際に小児の熱性けいれんを起こした子供を救急

搬送した事例があるなど、体調急変時にも適切

に対応しているところであります。

引き続きの的確な対応をよろ○右松隆央議員

しくお願いいたします。

次に、福祉政策において、ヤングケアラーの

支援強化について伺ってまいります。

昨年９月の代表質問において、重層的支援体

制整備事業を問うた中で、家族の介護や世話に

追われる子供たち、いわゆるヤングケアラー、

そして、ダブルケアの問題などを抱え、社会的

孤立に悩む方々への相談体制の統合と、一括し

た整備について問わせていただきました。

今回は、ヤングケアラーで悩む子供たちへの

直接支援について伺ってまいります。

さきの６月議会で河野議員が問われておりま

したが、近年、様々な自治体で、個人面接やア

ンケートを通して大規模な実態調査を行ってお

ります。

例えば大阪市の市立中学に通う５万人を対象
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にした調査では、回答者の実に９％が、家族の

介護や世話を行うヤングケアラーに該当すると

公表しており、その具体的な影響として、「自

分の時間が取れない」「勉強、宿題に影響が出

ている」との回答が上がっております。

また、他の自治体の調査においては、ヤング

ケアラーという言葉自体を知らなかった割合

が、小学生で68％、中高生でも56％に上ったと

ころもあり、「人に相談すべきことではない」

と考える児童生徒もおりまして、その御家族の

世話には、障がいのある兄弟を見守るといった

ケースも含まれるということであります。

実態調査の中で、大変難しい家庭の実情があ

ることがうかがい知れるものであります。

そのような中で、以前、視察にも行ったんで

すが、子育て支援において様々な先駆的な取組

を進めている明石市などを抱える兵庫県におい

て、神戸市が、日常的に家族の世話に追われ

る18歳未満のヤングケアラーがいる世帯を対象

に、無料でヘルパーを派遣し、勉強など子供の

本来の生活を確保することを目指す新規事業を

始めております。

同市では、昨年６月に、全国の自治体で初め

て「こども・若者ケアラー相談支援窓口」を総

合福祉センターに開設しており、１年で176件の

相談を受け、今回の新規事業で100世帯ほどの利

用を見込んでいるとのことであります。

そこで、本県におけるヤングケアラーの実態

調査の取組の進捗状況と、ヘルパー派遣といっ

た踏み込んだ支援策も検討すべきと考えます

が、福祉保健部長に御所見をお伺いいたしま

す。

ヤングケア○福祉保健部長（重黒木 清君）

ラーにつきましては、家庭内のデリケートな部

分に関わることが多く、表面化しにくい問題で

あるため、まずはしっかりと実態を把握するこ

とが重要であります。

このため県では、教育委員会と連携し、外部

委託により、県内の小学６年生、中学２年生、

高校２年生の約３万人を対象に、家庭や生活の

実態についてアンケートを行うとともに、ヤン

グケアラーに関する教職員の認知度や学校の対

応状況等につきましても、現在調査中でありま

す。

今後は、委託業者からの結果報告を12月中に

受け、来年１月には速報値を公表する予定とし

ており、詳細な調査結果につきましては、庁内

関係各課や市町村、学校とも共有し、福祉や介

護、教育等の各分野における具体的な支援策の

構築につなげていきたいと考えております。

議員の御質問にありましたとおり、他県で

は、ヤングケアラーの負担軽減や学習支援を目

的とした直接的な支援に取り組み始めた自治体

もありますことから、そのような先進事例も参

考にしながら、取組を進めてまいります。

実態調査の迅速な対応に感謝○右松隆央議員

しますとともに、公表結果を受けて、様々な支

援策の構築をよろしくお願いいたします。

次に、本県の環境農林政策について伺ってま

いります。まずは、建築材の供給状況について

であります。

ロシアによるウクライナ侵攻や、従来のウッ

ドショックによる外材の価格高騰や輸入減によ

る納期遅延によって、国産建築材の安定供給に

向けた体制の強化に取り組む自治体が増えてき

ております。

今年の夏ぐらいからは、木材価格が徐々に下

がってきているとはいえ、国産材の製材品価格

は依然として高値で推移しております。

我が国は、木材需要の６割を輸入材、特に米
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材や欧州材に依存してきたことから、外材が高

騰した際の急激な建築材の不足に早急に対応で

きなかった中、国産材の安定供給を強みに対応

可能であった住宅メーカーというのは、一部に

限られておりました。

北海道は、道産建築材の生産拡大のため、原

木生産者への燃料費高騰に伴う経費の一部補助

はもとより、２億5,000万円の事業費のうち6,000

万円は、建築製材業への新規参入支援に充てた

ところであります。

そこで環境森林部長に、国産材製品の価格の

推移と、県産建築用材の供給がどのような状況

にあるのか、あわせて、県産建築用材の安定供

給や増産に向けて、今後の取組をどう進めてい

くのかお伺いいたします。

令和４年10月○環境森林部長（河野譲二君）

の国産材製品の全国平均価格は、杉の乾燥柱材

で、１立方メートル当たり11万4,700円と、５年

前に比べ約1.7倍の高い水準となっております。

また、令和３年の本県の製材品出荷量のう

ち、建築用材は約90％の90万4,000立方メートル

であり、これは、全国の建築用材出荷量の約12

％を占め、全国１位となっております。

現在、脱炭素化の動きを背景とした木材を建

築物に積極的に利用する機運や、外材に対抗し

得る品質・性能の確かな国産の建築用材への期

待が高まっております。

このため県では、利用が進んでいない大径材

を建築用構造材として利用するための研究開発

や、強度の確かな乾燥材など高品質材の生産拡

大に向けた木材加工流通施設整備に対する支援

に加え、住宅メーカーとの協定締結による県産

建築用材の安定供給体制の構築等に努めている

ところであります。

今後とも、こうした取組を着実に進めていく

ことで、県産建築用材の安定供給にしっかりと

取り組んでまいります。

今回の第３次ウッドショック○右松隆央議員

によって、輸入材に依存してきたリスクが顕在

化したわけでありますが、これからの脱炭素社

会の実現に向けて、木造住宅の価値がより一層

高まるとともに、新たな木の時代に入るとも言

われております。このような時代の趨勢の中

で、引き続き県産建築用材の安定供給体制の構

築に御尽力をお願いいたします。

引き続き、カーボンニュートラルの実現に向

けた取組の一つである健康住宅、いわゆる「Ｚ

ＥＨ（ゼッチ）」と言われるゼロエネルギーハ

ウスの積極的な普及についてであります。

新規の戸建て住宅を検討する際に、今や必ず

ＺＥＨ（ゼッチ）の文字を目にすることとなり

ました。６年前に大手ハウスメーカーが一斉に

ＺＥＨを取り入れた住宅を発表したことによ

り、認知度が一気に高まったわけであります

が、高断熱、高気密によって省エネを図るとと

もに、文字どおりエネルギー収支をゼロ以下に

するわけでありますので、太陽光発電や蓄電シ

ステムを設置することで、環境と災害に強い家

づくりにもつながることとなります。

国も普及に向けて補助メニューをそろえてい

るわけでありますが、自治体によっては、ゼロ

カーボンに向けた目標数値を達成するために、

独自の補助制度を構築しているところも出てき

ております。

そこで、本県が森林県としてカーボンニュー

トラルの実現をしっかりと進める上において、

環境に優しく快適な暮らしにもつながる高断

熱、高気密、さらにはＺＥＨ住宅の普及をどの

ように考え、どう支援していくのか、環境森林

部長にお伺いいたします。
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住宅の消費エ○環境森林部長（河野譲二君）

ネルギー収支の実質ゼロを目指すＺＥＨは、Ｃ

Ｏ の排出削減に寄与するとともに、室温を一２

定に保ちやすいため快適性を高める効果や、太

陽光発電設備、蓄電池を活用することにより、

災害など非常時の電源確保としての効果も期待

できます。

国内では、新築住宅において、断熱性能の向

上や高効率な設備の導入等により、一定以上の

エネルギー消費量を削減したＺＥＨを含む省エ

ネ住宅の割合が、2020年度は約24％となるなど

普及が進んでおり、本県においては、その割合

を2030年度までに100％とする目標を、第四次宮

崎県環境基本計画の一部改定において設定する

方向で検討しております。

県としましては、ＺＥＨの普及啓発を図ると

ともに、今年度は、住宅への太陽光発電設備、

蓄電池の導入や省エネ住宅につながる窓ガラス

の断熱改修などの支援に取り組んでいるところ

であり、今後とも、ゼロカーボン社会の実現に

寄与するＺＥＨの普及拡大を推進してまいりま

す。

ＺＥＨの普及など、住宅建築○右松隆央議員

は、基礎工事も含めて日進月歩にあります。快

適な住環境と、環境にも優しい省エネ住宅の普

及拡大への後押しを、よろしくお願いいたしま

す。

続いて、農政で２問お伺いいたします。まず

は、化学肥料の高騰に伴う対応についてであり

ます。

ＪＡ全農が発表した供給価格によれば、過去

に例のない最大94％の値上げとなった秋肥よ

り、上げ幅は抑えられたものの、春肥の価格帯

は一部で前年比1.7倍と、さらに高騰が続くとさ

れております。

そのような中、昨日も出ましたが、ＪＡ宮崎

経済連が豚ぷんでつくった堆肥を３割配合した

肥料を新たに開発し、全て化学肥料の同等の銘

柄より15％から25％安く販売することとなりま

した。

農水省の第２次補正予算においても、肥料や

飼料の国産化など、米粉の増産も含めた食料安

全保障の強化に向けた構造転換対策に1,000億円

超を計上し、持続可能な農業の拡大という今後

の方向性を示しているところであります。

国産肥料の供給力を高める取組は、堆肥の利

活用にとどまらず、下水汚泥から肥料の原料と

なるリンや窒素を回収し作られた肥料に、化学

肥料の価格が20キロで数千円となる中、10キロ

で20円と安価であることも相まって、注文が殺

到している佐賀県の事例も出てきております。

農水省は、さきの1,000億円のうち100億円を

国内肥料資源利用拡大対策費に充てており、ペ

レット堆肥の製造の後押しをし、耕種農家によ

る活用実証も含めて、堆肥の広域流通や下水汚

泥肥料の活用拡大も加えて、国産肥料の安定供

給の実現に本腰を入れることとなりました。

そこで農政水産部長に、輸入肥料の高騰が大

きな課題となり、県内資源の肥料化に向けて、

国庫予算も活用した積極的な取組が求められる

中、堆肥や下水汚泥の活用も含めて、持続可能

なみやざき農業をどのように確立していくの

か、お伺いいたします。

県内の肥料資○農政水産部長（久保昌広君）

源を利用する資源循環型農業の推進は、本県の

農業が持続的に発展するためにも重要な施策の

一つであり、県では様々な取組を行っていると

ころです。

堆肥につきましては、県内の生産量と利用量

の乖離が大きい課題等を踏まえ、良質堆肥の生
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産や堆肥利用の拡大を図るとともに、県産の豚

ぷん堆肥のペレット化機械の導入支援等にも取

り組んでおります。今後とも、御質問にありま

した国の事業等も最大限活用しながら、積極的

に対応してまいります。

また、下水汚泥につきましては、県内29か所

の施設で活用され、そのうち宮崎市上下水道局

では乾燥肥料として安価で販売されるなど、農

業への活用も行われておりますが、今般、国に

おいて利用拡大に向けた検討が進められたとこ

ろですので、県ではその動きを注視していると

ころです。

堆肥や下水汚泥などの未利用資源の活用は、

肥料価格が高騰する中、農業経営の低コスト化

にも極めて有効でありますので、今まで以上に

このような取組を加速化させ、持続可能なみや

ざき農業の実現を目指してまいります。

続いて、養殖業についてお伺○右松隆央議員

いいたします。

農水省の漁業産出額のデータによれば、漁業

産出額に占める養殖業の割合は、この60年間で

４倍に増加し、2020年には36％に達しておりま

す。漁業資源の減少や、従事者の高齢化によっ

て、特に福岡や和歌山では、漁業の柱を養殖へ

シフトする動きが加速しております。

先日、部会で視察に行った福井県小浜市のか

つみ水産ベースは、もともとは国立研究開発法

人水産研究・教育機構の庁舎跡地を県が取得し

改修したものでありますが、県水産試験場の先

端施設として、酒かすを食べさせて臭みをなく

した「よっぱらいサバ」や「ふくいサーモン」

の効率的な養殖技術の確立を目指しておりまし

た。

まだこれからの段階ではありましたが、所長

が特に強調していたのが、陸上養殖の優位性で

ありました。海洋環境や担い手、労働力の変化

も踏まえ、加えて漁労利益の安定性に鑑み、特

産のブランド品を今後量産する体制が構築でき

るのであれば、その将来性を示唆するものであ

りました。

そこで農政水産部長に、本県の養殖業におけ

る漁業算出額の推移と、今後の取組や支援の在

り方、そして陸上養殖の将来性についてお伺い

いたします。

本県の海面養○農政水産部長（久保昌広君）

殖業における生産額は、ブリ類やマダイを主体

に85億円前後で推移しており、漁船漁業が伸び

悩む中、水産業全体の生産額に占める割合は

徐々に増加し、県漁連の速報値では、令和３年

は34％となっております。

国は、世界的に増大する水産物需要を背景

に、計画的に生産できる養殖業を成長分野の一

つとして捉え、生産から販売・輸出に至る施策

を総合的に推進しております。

県としましても、「宮崎県海面養殖振興方

針」を策定し、大規模沖合養殖システムの導入

による養殖生産量の拡大や、人工種苗の早期の

供給による養殖業者の競争力強化などの取組を

進めております。

一方、陸上養殖は、初期投資と電気使用量が

大きいなどの課題があるものの、海面養殖に比

べ、天候に左右されない生産環境や、従事者に

優しい労働環境などの優位性があることから、

国は、その生産実態の把握と振興の在り方につ

いて検討を進めております。

県としましては、このような新たな動きやそ

の将来性も注視しながら、関係団体と連携し、

本県養殖業のさらなる成長産業化を推進してま

いります。

漁船漁業、それから養殖業と○右松隆央議員
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も本県の大事な守るべき基幹産業であります。

成長産業化に向けた引き続きの支援をよろしく

お願いいたします。

最後の項目として、本県の教育政策について

伺ってまいります。

今議会でも取り上げられております、不登校

の児童生徒への対応についてであります。

私の知り合いの塾の先生から、市内の小学校

に通う２人の児童の不登校の相談をお受けいた

しました。不登校に至った詳細な経緯と、現在

の深刻な状況をお聞きし、黒木教育長へ御相談

させていただいたところ、担当課からすぐに塾

の先生に連絡を取っていただき、親身に、そし

て丁寧に御対応いただきました。心から感謝を

申し上げます。

不登校の子供たちへの対応については、今議

会の質問の重複を避けさせていただきまして、

今回政府が設置を目指している不登校特例校に

ついて伺ってまいります。

河野議員も９月に取り上げられております

が、文科省は、不登校の子供を対象に柔軟なカ

リキュラムを組める不登校特例校について、全

都道府県並びに政令市への設置を目指すことと

しました。

不登校特例校は、児童生徒の事情に合わせて

授業時間や学習内容を調整でき、フリースクー

ルとは異なり元の学校から転校でき、通常と同

じ卒業資格を得られるというメリットがありま

す。

2017年施行の教育機会確保法で、自治体によ

る設置が努力義務とされましたが、今年４月現

在で、財政的な制約などから、設置は10都道府

県の21校にとどまっております。

政府が６月に策定した骨太の方針において、

全都道府県の特例校設置が初めて明記されたこ

とを受けて、文科省は、夜間中学との連携や公

共施設の活用など、先行事例を自治体と共有

し、広報活動を強化しております。

財政支援としても、都道府県が特例校を設置

する際は、市町村と同様に、教職員の給与を国

庫が一部負担する制度の周知も図っているとこ

ろであります。

そこで教育長に、不登校の児童生徒への対応

として、政府が全都道府県への設置を目指す不

登校特例校について、どのように取り組んでい

くのかお伺いいたします。

不登校特例校につ○教育長（黒木淳一郎君）

きましては、平成29年に施行された教育機会確

保法において、設置が努力義務となりまして、

今年６月には、経済財政運営と改革の基本方

針、いわゆる骨太の方針の中で、全都道府県等

での設置の促進が求められております。

また、同じく今年６月に、不登校に関する調

査研究協力者会議の報告を受け、文部科学省

は、設置の推進を、今後重点的に実施すべき施

策として通知しております。

不登校特例校は、通常の学校と同様に転校も

可能であり、国は設置において、教職員定数・

国庫負担の対象とするなど、財政措置も講じて

おり、他県では、本校から分離して設置する分

教室や、夜間中学との併置による設置も見られ

てきております。

この不登校特例校は、子供の実態に応じた教

育課程を編成することができ、不登校児童生徒

の教育の機会を確保するための学びの一つであ

ると考えております。

現在、県教育委員会といたしましては、複数

の市町と設置に向けた意見交換を行っておりま

して、今後も、市町村教育委員会との連携を深

めながら、取組を進めてまいりたいと考えてお
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ります。

質問の締めくくりとなります○右松隆央議員

が、私は今の教員離れに大きな懸念を感じてお

ります。両親が小学校教諭の家庭で育ちまし

た。毎日、朝早くに学校に行き、遅くに家に

帰ってきてからも机に向かう後ろ姿を見て、子

供ながらにそのすごさを感じていたものであり

ます。そして今でも、学校の恩師とお会いすれ

ば、背筋がぴっと伸び、畏敬の念を感じ接する

ことも多々あるのであります。

教育は人づくりであります。そして、「国家

百年の大計は教育にあり」と言われておりま

す。人材育成こそ我が国の「要」であります。

それを担っていただく学校の先生方の大切さを

感じざるを得ません。働く環境が大きく変わ

り、デジタル化も一気に進んでおります。人の

価値観も多様化し、きめ細やかな対応が求めら

れ、社会の大きな変化にも対応していかなけれ

ばならない中で、教員には大きな労働負荷がか

かっていると、率直な印象を抱かざるを得ない

のであります。

私の娘が宮崎国際大学の２年生ですが、今、

海外研修でカナダに行っておりますのでこれは

言えるのでありますが、親としては、おじい

ちゃんの跡を継いで学校の先生になってもらい

たいと願っております。しかし、今の学校の労

働環境の大変さを感じ、無理には言えないのも

親心であります。

そこで教育長に、労働負荷が大きいという不

安や忌避から教員離れが止まらない中で、教師

としての喜びや使命、そして誇りをどのように

伝えていかれるのか、希望を持って教員になろ

うと思っている若者へのメッセージも込めて、

お伺いいたします。

私は、教師という○教育長（黒木淳一郎君）

仕事は、子供の成長に出会える、ともすると人

の人生の１ページに関わることのできる、かけ

がえのない職業だと思っております。

議員御指摘のとおり、教育界を取り巻く環境

は大きく変化してきておりまして、この課題は

重く受け止めております。

しかしながら同時に、教師という仕事のすば

らしさもしっかりと発信していかなければなら

ない、そう強く思っております。

教師は常に子供の持っているものを認め、そ

の潜在する能力を引き出し、褒めて、期待す

る、理想ともいうべき教える力を磨き続けてお

ります。言い換えれば、子供の心に届く指導力

であります。

その指導力が子供の心に届き、子供が自ら心

の扉を開け、昨日までできなかったことをやり

遂げる瞬間、まさに成長に立ち会えることこ

そ、教師としてこの上ない喜びであり、誇りで

あります。

そして、それはまた、子供の可能性は無限で

あることを教師が子供から学ぶ瞬間でもありま

す。教師も成長であります。

人を利して自らも豊かになる。これほど人生

をかけるに足る仕事はないと、心から思ってお

ります。

教育長の思いのこもった御答○右松隆央議員

弁に、心から感謝を申し上げます。

最後に、まだ２月議会が残っておりますが、

今年度で退職をされます県職員の方々、国に戻

られる国家公務員の方、そして御勇退をされま

す先輩議員の方々に、本県発展への長年の御尽

力に心からの敬意と感謝を申し上げまして、私

の一般質問を終わらせていただきます。ありが

とうございました。（拍手）

以上で一般質問は終わりまし○中野一則議長
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た。

次に、今回提案されました議○中野一則議長

案第１号から第30号まで及び報告第１号の各号

議案を、一括議題といたします。

質疑の通告はありません。

議案第20号から第22号まで採決◎

ここで、教育委員会委員及び○中野一則議長

収用委員会委員の任命の同意についての議案

第20号から第22号までの各号議案について、お

諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、委員会の付託を省略して直ちに

審議することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議案第20号から第22号までの各号議案につい

て、一括お諮りいたします。

各号議案については、同意することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は同意することに決定いたしまし

た。

議案第１号から第19号まで、第23号から◎

第30号まで及び報告第１号委員会付託

次に、議案第１号から第19号○中野一則議長

まで、第23号から第30号まで及び報告第１号の

各号議案は、お手元に配付の付託表のとおり、

それぞれ関係の委員会に付託いたします。

明日からの日程をお知らせいたします。

明日12月１日から６日までは、常任委員会、

特別委員会等のため、本会議を休会いたしま

す。

次の本会議は、７日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時57分散会
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